

















阿 部 宏 史

序昭和30年代か ら40年代前半にかけての高度経済成長期における,産 業や人口の大都
市への集中に よって,わ が国の大都市圏では,郊 外におけるスプロール,都 心部での
人ロの空洞化,土 地利用の混在,地 価の高騰な ど,都市活動の立地や土地利用に関連





都市 ・地域計画においては,望 ましい都市環境の形成を目的 として,交 通網整備,
公共施設整備,土 地利用規制をはじめ とする様々な政策が立案 されるが,上 述 の諸問
題に対処するためには,計画策定の際に これらの政策が都市圏内の土地利用に与える




ススタディを通 じて,構 築 した土地利用モデルの有効性を実証するとともに,都 市 ・
地域計画における実用性を明らかにした。
本論文における研究成果が.都 市 ・地域計画における土地利用モデルの開発 と応用
の一助 となれば幸いである。
昭和60年6月




























































































































































































































































1-1本 研究 の 目的
都市圏内には,産 業 ・経済活動,交 通 をはじめ として,様 々な社会現象が存在 し,
それ らは互いに密接に関連 して複雑な都市システムを形成 している。都市 ・地域計画
においては,望 ましい都市環境を形成するために,交 通網整備,公 共施設整備,住 宅
整備などの政策が実施 されるが.そ の際には,各 政策が上述の諸現象に及ぼす直接,
間接 のインパク トをできる限 り正確に予測し.所 期の計画 目標を達成しうる政策を実
施しなければならない。
ところで,都 市圏における社会現象は,工 業,業 務,商 業,世 帯などの都市活動 に
よって営 まれる活動の結果であり,そ の発生形態には都市圏内における都市活動の分
布,す なわち土地利用が密接に関係 している。したが って,都 市 ・地域計画の策定 に
おいては,土 地利用の形成 メカニズムを明らかにし,種 々の政策が土地利用に与える
インパク トを定量的に分析することが必要 となる。
本研究では,上 述の観点か ら,1っ の都市圏を対象 として,都 市 ・地域計画 を支援
するための実用的な土地利用 モデルを開発す る。そして,本 研究ではこの研究目的を
達成するために,以 下の3っ の課題にっいて検討を行 う。
① 土地利用モデルを適用する地域 として.市 区町村程度のゾーンと日常生活圏程
度のゾーンの2っ を考え,各 ゾーンレベルにおける土地利用形成をモデル化する
ための適切な仮説を提案する。
② 提案 した仮説にも とついて土地利用モデルを構築し、実際の都市圏を対象 とし
たケーススタデ ィを通 じて,モ デルの有効性を検証する。
③ 構築 した土地利用モデルを種々のシミュレーシ ョン分析に適用 し,都市 ・地域
計画における実用性を明 らかにする。
以上の課題にも とついて,本 研究では,市 区町村程度のゾーンと日常生活圏程度の
ゾーンを対象 として,各 ゾーンにおける土地利用を予測する2種 類のモデルを開発す





第2章 では,土地利用モデル開発に関連する基礎的な考察を行 うとともに,本 研究
で開発する土地利用モデルの特徴 を明らかにする。そのために,ま ず,土 地利用の形
成 メカニズムを考察 し.土地利用形成をモデル化する際に考慮すべき内容を検討する。
次に,土 地利用に関する従来の研究の目的や内容を考察 し,本論文で研究対象 とする
土地利用モデル開発の特徴を明 らかにす る。また,計 画策定における土地利用モデル
の位置づけを考察 し,計画策定か らみた土地利用モデル開発の意義 と土地利用 モデル
が果たす役割を述べ る。 さらに,従 来の代表的な土地利用モデルを とりあげ,そ の特
徴を比較,考 察するとともに,モ デル開発における課題を明らかにする。最後に,以
上の考察結果をふまえて,本 研究で開発する土地利用モデルの特徴を述べる。
第3章 では,広 域な都市圏を対象 として,都 市圏内の土地利用 を2,3の 市区町村
を統合 したゾーン単位で予測する土地利用のマクロモデルを構築する。このモデルは,
土地利用の形成 メカニズムを,各 ゾーンにおける都市活動の立地量やアクセシ ビリテ
ィ指標な どのマクロな指標を用いて定式化 しており,土地利用を人口,従 業者数ベー
スで予測する。また,大 阪都市圏を対象 とするケーススタディを行い,モ デルの有効
性を検討する。
第4章 では,都市内の日常生活圏程度 のゾーンを対象として,土 地利用を土地面積
ベースで予測す る土地利用のミクロモデルを開発する。このモデルは,狭 小なゾーン
における土地利用を予測の対象としてお り,個 々の土地区画の取 引というミクロな立
地行動に着目して土地利用の形成メカニズムを定式化 している。また,大 阪府域を対
象 とするケーススタデ ィを行い,モ デルの有効性を検討する。
第5章 では,第3章 と第4章 で構築 した土地利用のマク ロモデル とミクロモデルを
種々のシ ミュレーション分析に適用 し,各 モデルの都市 ・地域計画における実用性を
検討する。まず,仮 想的な分析例 として,都 市圏全域で交通条件が一定の割合で変化
する場合の土地利用の変動を予測する。そして予測結果にも とついて,交 通条件の変
化 と土地利用変動に関する一般的な特徴 を考察する。次に,現 実 のプロジェク ト計画
として・大阪府泉州地域の交通網整備をとりあげ,交 通網整備に関す る種々の代替案
が都市圏内の土地利用に及ぼすインパク トを分析する。





用モデル開発の意義 と課題を明 らかにする。また,考 察結果をふまえて,本 研究で開
発する土地利用モデルの特徴を述べる。
以下,ま ず2-2で は,土 地利用の形成に係わる要因を分類するとともに,土 地利
用の形成 メカニズムを考察す る。次に,2-3で は,土 地利用モデル と関連する分野
における土地利用研究 の目的や方法を考察 し,本論文で研究対象 とする土地利用モデ
ル開発の特徴を明 らかにする。2-4で は,従 来の計画策定プロセスの概念 とその中
で土地利用モデルが果 たす役割を述べ る。2-5で は,従 来の代表的な土地利用モデ
ルを とりあげ,そ の特徴を比較する。2-6で は,2-5の 検討結果をふまえて,本




都市における土地利用の構成を見ると,そ のほとんどは,工 業,業 務,商 業,住 宅







このように,土 地利用の形成には種々の要因が関係 しているが,こ こでは各要因を
政策 との関連に着目して図2-1の ように分類する。まず,政 府や地方 自治体の政策
との関連の有無により 「政策要因 」と 「政策外要因」に大別する。さらに,政 策要因
は,政 策を決定する行政機関に着目して,「 地域内政策要因」と 「地域外政策要因」





地域 外政策 要因(政 府 に よる経 済政策,
全 国 の総 合開 発計画 な ど)
地域 内政 策要 因(地 域 内の交通網 整備,
公共 施設 整備 な ど)
政策外 要因(居 住者 のラ イフステ ージ の変化,
価値観 の変化,建 物 の老朽 化 な ど)
図2-1土 地利 用 の形成 要 因の分類
それにっいて,各 要因の内容 と土地利用形成 との関連を述べ る。
① 地域外政策要因
この要因には,政 府による経済政策,全 国規模の総合開発計画な ど,政府 レベ
ルで決定 される政策が含まれる。これ らの要因は,都 市圏内の各地区の立地条件
を変化 ざせ る以外に,大 規模な公共事業や新たな産業の配置などを通じて.都 市
圏全体に対する都市活動の立地需要や土地供給 を変化 させることによって,土 地
利用に影響を与 える。
② 地域内政策要因
この要因 としては,都 市圏内における交通施設整備,学 校,公 園な どの公共施
設整備,都 心部の再開発,土 地利用規制などをあげることがで きる。これ らの要









要因は,一 般には政策 とは関連せず,既 存の都市活動主体や土地建物の属性が時
間の経過 とともに変化 し.各都市活動主体の立地選好 と現実の立地 との間に不均
衡が生じることによって土地利用に影響を与える点に特徴がある。
以上で述べたように,土地利用の形成には様々な要因が影響している。したがって,





ば,2-2-1の 各要因によって引き起 こざれた土地利用へのインパク トが,土 地市
場のメカニズムを通 じて調整 ざれ ることによって生じると考えることができる。そし
て,こ の変化の過程は,図2-2に 示すようにまとめることができる。
図2-2は,t-1時 点～t時 点の一定期間(τ期 とする)における土地利用の変化
を考えている。まず,τ 期中における地域外政策要因や地域内政策要因の影響により.
都市圏に対する立地需要や都市圏内の立地条件が変化する。また,τ 期中の政策外要
因も,活 動主体の属性や土地,建 物の属性の変化を通 じて,住 み替 えな どの立地需要
を発生 させる。そして,こ れ らの変化は,需 要側および供給側の活動主体の立地行動
のパターンを変化 させる。さらに,変 化 した行動パターンにも とついて,地 域内の土
地に対する需要量 と供給量が決定 されるが.こ れ らは土地市場での需給調整を経てt
時点の土地利用 となる。需給調整の過程においては都市活動主体間で立地競合が生じ,
各都市活動主体の地価や地代の負担力に応 じて土地の需給が調整 され,新 たな土地利
用 と地価や地代の分布が決定 される。
また,以 上の考察か ら,土地利用の形成過程をモデルする際には,土 地利用 の形成
要因 と活動主体の立地行動 との関係,土 地市場における需給メカニズム,活 動主体の
立地行動や土地市場の需給 メカニズムの経年的変化,の 諸点を考慮することが必要 と
考えられる。
2-3土 地利用モデルと関連研究
本研究で開発する土地利用 モデルは,都 市圏 における土地利用に関す る現象を数学
的モデルを用いて定式化し,都 市 ・地域計画のためのシミュレーション分析を行 うこ
とを目的とする。このようなモデルは,欧 米では実用的都市モデル(Operational
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(t時点}__一_t時 点 のt時 点 のt時 点 の
立地 条件 土地利 用 地 価 ・地代 分布
ピ　 ロ ロ ヨ
(llは 土地利用の形成要因)
図2-2土 地 利 用 の 形 成 メ カ ニ ズ ム の説 明 図
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UrbanModel)ともよばれ,1950年代末に米国において最初に開発 された。そして,
今 日までに様々な土地利用モデルが開発 されているが.そ のほ とんどは都市 ・地域計
画に適用して有用な情報を得 ることを目的 としており.そ の意味において実用的なモ
デルである。
土地利用モデルは,一 般には,都 市における土地利用の分布や都市活動の空間的相
互作用を予測す るために開発 される。土地利用 としては.工 業地,商 業地,住 宅地な
どの土地利用面積以外 にも,人 口や従業者数の分布,製 品出荷額や商品販売額 の分布
など,都市活動の立地水準に関する種々の指標が用いられる。また,空 間的相互作用





② モデルは,実 際の都市のデータを用いて構築 されていること。
③ モデルの対象地域が空問的に細分化されていること。
④ 都市内の様 々な経済活動が,計 画の実施に よって受けるインパク トを
予測できること。
もちろん,都 市地域 は様々な要素から構成 されている複雑なシステムであり,単純
な土地利用モデルによって,都 市におけるすべての社会現象を記述できるわけではな
い。 しか し.単純化 されているとはいえ,土 地利用モデルによって計画策定に必要 と
する主要な都市現象を把握す るためのシミュレーシ ョンを行 うことができ,現実の都




都市におけ る活動の立地や空間的相互作用に関す る研究は,最 初の土地利用モデル
が出現する以前にも,経 済学や地理学の分野において進められてきた。たとえば,
ThOnen,Christaller,Ueberなどの立地論,Reillyの小売グラ ビティ法則,Clark
の人 口分布に関する研究などは,土 地利用に関する先駆的研究 として重要である。し
かし,こ れ らの研究のほとん どは,学 問的な知見を得ることを目的 としており,土地
利用モデルの開発 とは研究目的を異にす るものである。
また,経 済学では,交 通問題,住 宅問題,環 境問題な ど,現在 の都市が抱える様 々
な問題に対処するため,都 市経済学の分野が開拓 されている。都市経済学の研究は,
一7一
新 古 典派 の 経 済 理 論 と結 び っ い て新 都 市 経 済 学(NeuUrbanEcom皿ics)とも よ ばれ る
よ うに な り.1960年以 降,Alonso,Uingo,Muth,Millsなどに よ っ て,都 市 に お け る
立地 と土地利用に関する数多くの重要な研究が行われているぎ新都市経済学の研究は,
単一中心都市,土 地の同質性 などの単純化 きれたフ レームワークの中で厳密 な理論展
開を行 い,土地利用をはじめ とする都市地域の社会現象を説明す る点に特徴がある。
その研究成果か ら,都市問題を理解するうえで数多くの重要な示唆が得 られているが,
単純化の仮定のため,都 市 ・地域計画を支援す る手段 としては必ずしも十分に利用 さ
れていない。
以上の都市経済学や地理学における研究は,先 に述べた土地利用モデルの開発 とは
目的や方法を異にしている。 しか し,こ れらの分野での理論,実 証の両面における研
の
究成果は,土 地利用モデルの開発 と応用 に多大な影響 を及ぼして きた。青山が述べて




2-3で 述べたように,従 来の土地利用モデルの多 くは,都 市 ・地域における計画
策定を支援するために開発 されたものである。そこで,本 節では計画策定の概念 と土
地利用モデルとの関連を考察 し,土地利用モデル開発の意義を明 らかにする。
計画策定 における合理的な意思決定の方法は,Geddesによって最初に考案 さ』れ た
といわれる。Geddesの概念は,図2-3に 示すように,計 画策定プロセスを,調 査
(Survey),分析(Analysis)、計画(Plan)の3段階に区分 し,「調査→分析→計画」と
いう一定の手順に従って,問 題解決のための計画案を策定するとい うものである。
まず 「調査」の段階では.都市 ・地域の現状が調査 ざれ る。次に 「分析 」の段階で
は,調 査結果にもとついて現状の問題点への対処方法 を検討する。最後 に,「 計画 」
の段階では,分 析の結果を用いて計画の立案 と実施を行 う。
Geddesによる計画策定の概念は,都 市 ・地域計画に対する要請が単純で,唯 一 の
計画案が主 として直観的な方法によって作成 されていた時代には十分有効であった。
しか し,第2次 世界大戦後の都市の急速な発展 にともなって社会や経済が複雑化 し.
都市 ・地域計画 の内容が多様化 してくる と,「調査→分析→計画」という単純な概念
では不十分 となってきた。また,こ の時期に開発 と応用が進んだオペ レーションズ ・










計 画 策 定 の概 念
御 してゆ くうえで有効 な手段 を提 供 した。特 に,1948年にUienerによって提案 ざれ
たサ イバ ネテ ィクスの概 念は,計 画策定 の方 法論 に大 きな影響 を与 えた 。サイバネ テ
ィクスで は,自 然科学 や社会 科学 におけ る現象 を,様 々な要素 が複雑 に影響 し合 うシ
ステ ム として捉 え,適 切 な制御 メカニズ ムを導入す る ことに よりシ ステ ムの挙 動を制
御 し うる と考 え る。そ して都 市 ・地域計 画の分野 では,サ イバネテ ィクスの概念 を基
礎 として,シ ステムズ ・アブ ローチにも とつ く計画策定 の方法 が提案 ざれた。
シ ステ ムズ ・アプ ローチに も とつ く計画 策定 の概念 では,計 画 の構成要 素を都市 ・
地域 に おけ る社会経 済 システ ム と,社 会経済 シ ステ ムを制 御す る計画 シ ステ ムの2っ
に区別 し,計 画策定 プ ロセ スを両 者の相互作 用 の過 程 として捉 え る。 そ して,プ ラ ン
ナーは,計 画 システ ムを通 して,都 市 ・地域 の社会経済 シ ステ ムを制御 し うる と考 え
る。シ ステムズ ・アプ ローチにも とつ く計画策定 の概念 は,McLoughlin,Chadwick,
Uilsonなどに よって提案 されて いるが.図2-4にHcLoughlinの概念 によ る計画策
定 プ ロセスの構 成 を示す 。図2-4で は,以 下 の手順 に従 って計画策定が行 われる。
① プラ ンナ ーは,計 画が達成 すべ き目標(goalS)を決 める。そ して,計 画 目標 に
も とつい て より詳細な計画 の目的(objectives)を定 める。
② 社 会的,経 済 的,技 術的 な制約条 件を考慮 した うえで,実 行可能 な計画代替案
を作成す る。












計 画 策 定 の 概 念
④ 計画代替案の評価を,計 画目的や資源の利用可能性に着目して行 う。代替案評
価の際には,費 用便益分析などの評価手法を適用する。
⑤ 評価結果にも とついて選択した代替案を実施する。
⑥ 代替案の実施後,レ ビューを行 い,計画が初期の目標を達成 しているか どうか
をチ ェックする。そして,目 標が達成されていなければ,以 上 の計画策定プ ロセ
ス全体を繰 り返す。
図2-4の プ ロセスにおける特徴の1っ は,唯 一の計画案を作成する という従来の
概念が.複 数の可能な計画代替案 を作成 し,そ の中か ら最善の代替案 を選択す るとい
う概念に変化 していることである。これは,ど のような問題に対 しても,解 決のため
には多数の計画案の作成が可能であるとの認識にも とついてお り,そ の結果,計 画策
定プ ロセスでは,「 計画代替案の作成」と 「計画代替案の評価」の2つ のステ ツブが
重要 となった。また,計 画案の実行は都市 ・地域における社会経済システムの状態を
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変化 きせ るため,計 画策定プ ロセス全体はフィー ドパックループをもち.最 終的に望
ましい状態になるまでプロセス全体が繰 り返される。そして,シ ステムズ ・アプロー
チでは,計 画の実施に よる社会経済システムの挙動を知るために都市 ・地域における





しては,一・般には,表2-1に 示す 「インパク ト分析」,「問題点の認識」,「計画代替
7)
案の作成」,「計画代替案の選択」の各内容が考えられる。また,土 地利用モデルが適
用 される計画の内容も,基 本計画や総合計画のような戦略的計画から,シ ョッピング
センター建設のインパク ト分析のような個別的な計画に至 るまで,広 範囲にわたって
いる。
この ように,土 地利用モデルの適用対象は多様であるため,計 画策定 において開発
すべ き土地利用モデルの種類や規模は,モ デルが適用 きれる計画の内容を十分に考慮
して決定す る必要がある。1960年代の米国における土地利用モデルの開発では,種 々
の計画策定に適用しうる万能なモデルの開発を目的 として,活 動主体やゾーニングを
細分化 した大規模な土地利用 モデルの開発が行われた。しかし,そ の多 くはデータ収
集やモデルの開発費用などの面で困難に陥 り,途 中で開発が断念 ざれた。1960年代の
8)9}10)
土地 利用 モデ ル開発 にっ いては,Lee,Boyce,Packなどに よ って批 判 と再検 討が行 わ
れ て いるが.モ デル開発 の失敗 は,一 っ には,計 画策 定にお ける土 地利用 モデ ルの 役
割や モデル開発 の限界 が十分 に認識 ざれていなか ったこ とによるもので ある。
土 地利 用モデ ルの開発 に あたっては,ま ずモデ ルを適用 す る計画 の 目的 と内容 を明
確化 し,モ デル の適 用上 お よび開発 上の制約 をふ まえた うえで,適 切な土地利 用モ デ
11)
ルを決定す るこ とが必要 であ る。た とえば,Hallは,土 地利用 モデ ルの開発に おい
て留意 すべ き事項 として,次 の3点 をあげてい る。
① モデルは どの ような問題に答 える ことを 目的 とす るのか 。
② 計画策定者 が制御 し うる変数 は何 か。
③ モデル開発に おける制約は何か 。(た とえば,利 用可能 なデータ,モ デ ル開発
の技術,利 用可能 な計算機 の容量 な ど。)
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表2-1計 画策 定 におけ る土地 利用 モデル の用 途
モデルの用途 用途の概要
作成 した計画代替案 が都市 ・地域 の土地利用 に及ぼ す
インパク トを予測す るために,土 地利 用 モデ ルを利用
インパク ト分析 す る 。 こ れ は,図2-4の 計 画 策 定 プ ロセ スで は,「計
画代替案 の実施 に よる効 果予測」 に関連 す る用途 で あ
る。イ ンパ ク ト分 析の方法 としては,前 後比較法 や有
無比較法 な どを適 用す るこ とがで きる。従来 の計画策
定 では,土 地利用 モデル をインパク ト分析 の手 段 とし
て利用 して いる例 が多い。
現 在の交通網や都市施 設整備水準,あ るいは遇 去に作
成 された計画案 のも とで将来の土地 利用 を予測 し,現
問題点の認識 状の都市施設の問題点や過去に作成 された計画案の問
題点 を分析す る。 さらに問題点 の原 因を探 り,今 後の
計画代 替案作成 の指針 とす る。 この用 途は,図2-4
では,「 計画 目標 の決定 」の段階 に対 応 して い る。
計画 に よって達成すべ き目標水準 をあ らか じめ設定 し.
その目標 水準を達成 し うる計画案 を土地 利用 モデルを
計画代替案の 用 いて作成 す る。 た とえば,交 通網 の整備水準 と土 地
作成 利用規制 を政策 変数 として,望 ましい居 住水準 をもた
らす ような政策変数 の組合せ を検討す る。 ここでは,
計画代替 案を作成す るために土地利用 モデル を利用 し
て お り,図2-4の 計 画 策定 プ ロ セ ス で は,「 計 画 代
替案 の作 成」段階 に関連 してい る。
土 地利用 モデ ルに よって提供 され る情 報にも とついて,
計 画代替 案 を選択 し,実 行 す る。 この用途は,図2一
計画代替案の 4で は,「 計画代替案 の評価 」 の段階 に対応 してい る。
選択 実際 には,計 画代替案 の選択 を土地利用 モデ ルに よる
予測結果 のみにも とつ いて行 うことは困 難で あ り,他
燭
の分析 か ら得 られ る様 々な情報 と組合せ て利 用 きれる。
また,計 画案 の選択の際 には数 多 くの情報 が利用 され





土地利用モデルは,従 来 より世界各地 で開発 ざれており,様 々なタイプのものが あ
る。そして,こ れまでに数多 くの研究者によって,土 地利用モデルの比較が試み られ
12)13)14)15)
て い る 。 た と え ば,欧 米 で は,Kilbridge・0'Bl㏄k・Teplitz,Lowy,Batty,Mohan,
F。読 どによる研究があり.我 国でも.林.宮 禾1'宮本.中 村.清 謂 青山11'戸晶
に よって,従 来 の土地 利用 モデ ルの レビ ューが行 われ て いる。土 地利用 モデル の比 較
は,既 存 の土 地利用 モデ ルの特徴 を明 らか にす るだけ でな く,計 画策 定 において どの
ような土地利用 モデルが有用で あるかを考 察す る うえで も重要 であ る。
従来 の研究 で は,モ デ ルの予測対象,モ デ ルの立 脚す る理論,モ デル化 の手法 な ど
にも とつい て,土 地利用 モデ ルの比較 を行 って いる場 合が多 い。た とえば,Kilbridge
21)
らは,「対 象(Subject)」,「機能(Function)」,「理論 価eory)」,「手法(Meth(対)」の4
種類 の比較基 準 を設定 し,表2-2に 示 す内容 にも とつ いて土地 利用 モデ ルの比較 を
22),23)
行 ってい る。またBattyは,比較基準 を 「モ デル化 ざれ る都市 シ ステ ムの捉 え方 」 と
「モ デル構築 の方法 」に大別 し,表2-3に 示 す二 分法的 な分類 にも とつ いて ,土 地
利用モデ ルの特徴 を比較 してい る。
本 研究 で は,2-2で 考察 した土地利用 の形成 メカニズ ムをふ まえて,土 地利用 モ
デル を構 築す る際 に基 本的な視点 となる次の3っ の内容 を基準 として,従 来 の土地 利
用 モデ ルを比較考察 す る。
① 土地市 場にお ける需給 メカニズム
土地利用形成 の基本 となる,土 地 市場 における需要 と供給 の形 成 メカニズ ム,
需給 の調整 過程 を どの ようにモデル化 して いるか 。
② 活動主体 の立 地行動基準
モデル化 の対象 とす る活動主体 の立地行動 を どの ように定式化 して いるか 。
③ モデ ルの動学 化
モデル の動学 的適 用へ の考慮 が どの よ うに行 われ ているか。
以 上 の比 較基準 の うち,「 活動主体 の立地行 動基準 」は,表2-2のKilbridgeら
に よる基準 では 「理 論」,表2-3のBattyに よる基準 で は 「集計 的 モデ ル ー非集 計
的 モデ ル」に対応 す る。 また,「モデ ルの動 学化」は,表2-3の 「静学 的モデ ルー動
学的 モデル」 と同一 であ る。「土地市場 におけ る需給 メカニズ ム」は,表2-2と 表2
-3の 比 較基準 には直接対応 しないが.モ デ ルの総合性 とい う内容に解釈す るな らば,
表2-3のBattyに よる基 準の うち,「 総 合的モデ ルー部分 的モデル 」に該 当す る。
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表2-2 Kilbridgeらに よ る
土 地 利 用 モ デ ル の 比 較 基 準
比較基準 比較内容
・土地利 用




機 能 ・配 分
・変 換
理 論





・シ ミ ュ レ ー シ ョ ン
表2-3Battyに よ る土 地 利 用 モ デ ル の比 較 基 準
比較基準 モデ ル分類
都 市 システム の
捉 え方
実 証的 モデル 規範 的 モデ ル
総 合的 モデル 部分 的 モデ ル
静学的 モデ ル 動学的 モデ ル
集計的 モデ ル 非集計的モデル
モデル構築 の
方 法
線形 モデル 非 線形 モデ ル
直接決定 型 モデル 間接決定型モデル
連続型 モデ ル 離 散型 モデ ル
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2-5-2従 来の土地利用モデルの比較
次に,従 来の代表的な土地利用 モデル として,表2-4の8種 類のモデルをとりあ
げ,2-5-1で 提案 した比較基準に基づいて,各 モデルの特徴を比較,考 察する。


























集計デ ータを用いてマクロな視点か らモデル構成 を行っている。しかし.活動主
体やゾーニングを細分化しモデルを精緻化する場合,個 々の活動主体の立地行動
における特色 をふまえて立地行動基準を定式化 し.モデルの中で明示的に扱 うこ
とは重要 と考えられる。また,近年の都市の変貌は急激なうえに変化に富んでお
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表2-4考 察の対象 とす る土地利用 モデ ル
土地利用 モデル 作成者 発表年 対象地域
L。wy24) Lowy.1.S. 1964年 ピ ッツバ ーグ都市圏
25)EMPIRIC Hill,D.M.
他































サ ンパ ウロ都市 圏
サ ンチ アゴ都市圏


















需 需 経済基礎メカニズムにも とついて 5本の線形式によって,2タ イプ Lo冒ryモデ ル と同 様 に,経 済 基 礎
基幹産業の従業者数から非基幹産 の人口と3業種の従業者数の各ゾ メカニズムにもとついて,従 業者




カ 供 各ゾーンに,利 用可能地,人 口密 立地制約 などは考慮していないが, Lo貯yモデルと同様の制約条件を




需 供給側の制約条件の範囲内で,従 外生的に与えられる従業者数と人 供給側の制約条件の範囲内で,従
ム 給 業者数と人ロを各ゾーンに配分す 口 の コ ン トロ ー ル トー タ ル を,推 業者数 と人口を各ゾーンに配分す
調 る 。 計 した配分率にもとついて各ゾー る 。
整 ンに配分する。
グラ ビティタイプの配分関数によ 各活動の配分率は集計量間の経験 Louryモデルと同様の配分関数を
活 立 って需要量を各ゾーンに配分する。的な関係にもとついて推計される 用いるが,各 ゾーンに立地するタ
動 地 各活動主体の立地行動基準は明確 ため,活 動主体の立地行動基準は イブ別世帯数にもとついて世帯タ
主 行 で は な い 。 明確ではない。 イブによる立地選好の差異を考慮





デ 動 従業者数にも とついて,非 基幹産 するが,予 測年次の人口,従 業者
立地需要の変化量を配分する擬似
ル 学 業の従業者数と人口を求める静学 数のコン トロール トータルは外生
動学的モデルである。
の 化 的な均衡モデルである。 的に与える必要がある。
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表2-5従 来の土地利用モデルの特徴(続 き)
＼ PLUM BASSIII NBER
・雇用 と人口の予測セクターにお
いて,予測年次の対象地域全体
Lowyモデルと同標に,経 済基礎 の雇用数と人口を求める。 ・住宅タイプ別の新規住宅需要世
需 需 メカニズムにもとついて.従 業者 ・雇用配分セクターにおいて業種 帯数を従業地別に求める。
数 と世帯数を求める。 別の配分モデルによって,上 記
の雇用数を各ゾーンに配分する, ・住み替 えに よる住宅需要の増加





一雇 用 に っ い て は,各 ゾ ー ン に お ・住み替 えに よる空家の発生を考
ける立地要因の有無によって利 慮 し て い る 。
カ 供 Louryモデルと同様の制約条件を 用可能地をあらか じめ決めてお
設 け て い る 。 く 。 ・住宅供給者は利潤最大化を目的
・住宅にっいては,住 宅可能用地, として,建 築可能制約,需 要量
二 給 人口密度,雇 用密度などにもと 制約,利 潤制約な どを考慮 して
ついて,所 得 タイプ別,世 帯タ 住宅を建設する。
イブ別に住宅供給可能量を決定
ズ して お く。
雪 曹 雪
雇用増分によって生 じた所得タイ 住宅タイブ別の住宅需要世帯数
需 供給側の制約条件の範囲内で,従 ブ別,世 帯タイブ別,地 区別の総 (従業地ベース)と利用可能総住宅
ム 給 業者数 と人口を各ゾーンに配分す 住宅需要量と住宅供給可能量を比 数(居住地ベース)を制約条件とし
調 る 。 較し,需要量が供給可能量以下の て,総 通勤費最小化のLP問題を解




Louryモデルと同様の配分関数を の ゾ ー ン か ら行 う。 住宅供給者の利潤最大化,世帯の
活 立 用いるが,ト リップ目的別に異な ・住宅需要は.住宅需要ポテンシ 効用最大化などの ミクロな立地行
動 地 る交通抵抗パラメータを設定 して ヤルによって配分する。 動基準を考慮 している。
主 行 い る 。 個々の都市活動の立地行動基準は
体 動 あまり明確ではないが,立 地選好
の 基 に関する多様な要因が考慮 ざれて
準 い る 。
モ PL脳はLouryモデ ル に 類 似 した 静 雇用と人口の予測セクターで推計 外生的に与える贋用の増分にもと
デ 動 学的なモデルであるが.擬 似動学 される雇用と人口の変化分 を配分 ついて住宅立地を予測する擬似動
ル 学 的モデルとして拡張 したPLUM-IPする擬似動学的モデルである。 学的モデルであるが,住 宅価格を
化の が開発 されている。 内生化している点で動学化が最も
進んでいる。




・対象地域全体の工業従業者数と 工業立地モデル,商 業 ・業務立地
世帯の所得は地域モデルによっ モデル,住 宅立地モデルの3っ の
需 需 て推計する。世帯数 とサービス サブモデルによって構成 されてい
業従業者数は経済基礎メカニズ る。各モデルは,そ れぞれ異なる
ムにもとついて推計する。 概念にもとついて立地需要を推計










需 床の レン トを調整することによっ 都市圏全体の立地需要をコン トロ
ム 給 て,床 面積の需要量 と供給量を均 一 ル トー タ ル と して 与 え ,上 述 の





活 立 ついて配分する。 考慮 している。
動 地 ・世 帯 とサ ー ビス 業 に っ い て は, ・商業 ・業務立地モデルは集計タ
主 行 AlonsOの立 地 理 論 を応 用 し て, イブのモデルのため,活 動主体
体 動 交通費,土 地の利用可能性など の立地行動基準は不明確である,
の 基 を説明変数とする効用関数を設 ・住宅立地モデルは地価分析を通
準 定 しており,効用最大化などの じて設定した立地余剰を立地選
ミクロな立地行動基準が考慮 さ 好の指標としており,立 地行動
れ て い る 。 基準が明確化 きれている。
ぞ 地域モデル,土 地利用モデル,交 予測年次の人口,従 業者数をコン
デ 動 還モデル,評 価モデルの4つ のモ
トロール トータルとして外生的に
ル 学 デルによって構成 されてお り,各 与えて,都 市圏内の土地利用を予
化の モデルを時間軸に沿って繰 り返 し 測する擬似動学的モデルである。
適用する擬似動学的モデルである,





表2-4の モデルのうち,Lowyモデルは,集 計量問に成 り立っ経験的な関係
にも とついてモデルが構築 されてお り,活動主体の立地行動の多様性は考慮きれ
ていない。しかし,Loury以後の各モデルでは,活 動主体の細分化 とともに立地
魅力度の定式化に際して種々の要因が考慮 ざれてお り,立地行動の多様性をモデ











モデルにおいて,地 価分析を通 じて設定 した立地余剰の最大化を活動主体の立地
行動基準 としている。
③ モデルの動学化
都市における土地利用は,時 聞の経過 とともに連続的に変化 している。したが
って,土地利用モデルは,都市内の土地利用の動的な挙動を記述 し,任意の時間
断面の土地利用を予測しうることが望 ましい。しかし.そ のためには,土 地市場
における需給量の経年的変化,活 動主体の立地行動基準の変化,長 期予測におけ
るモデル構造の安定性,な どの多くの問題に対処 しなければな らない。そこで,
従来の土地利用モデルでは,一 定の仮定のもとで擬似動学的(quasi-dyna皿ic)モ
デルとして適用を行 う場合が多い。たとえば,欧米でLo轍yモデルの発展形 として
開発 ざれたm剛,PLUH-IPなどのモデルでは,各 期における立地需要の増分 を外
生的に与え,キ ャリブ レーション時点でのモデル構造がそのまま将来にも当ては
まるものとして,土 地利用を予測 している。一方,住 宅立地モデルではあるが ,
NBERモデルはモデルの中心的な変数である地代が内生化 されており,モデルの動








本研究では,第3章 と第4章 において,土 地利用のマクロモデルと土地利用のミク
ロモデル という2種類の土地利用モデルを構築する。各モデルは,予 測の対象 とする
都市活動,ゾ ーニングを異にしており,適用対象の特性に応 じた仮説にも とついて作
成ざれている。表2-6に,各 モデルの適用対象地域 とゾーニング,予 測の対象 とす
る都市活動の種類を示す。また,表2-7に,2-5-1で 提案 した比較基準に合 わ
せて,土 地市場における需給メカニズム,活 動主体の立地行動基準,モ デルの動学化
のそれぞれにっいて,各 モデルの特徴をまとめる。
まず,第3章 で構築する土地利用のマクロモデルは,広 域都市圏を対象 として,2,
3の市区町村か らなる比較的大きなゾーン単位の土地利用を,従 業者数,人 ロベース
で予測するモデルである。この際,広 域な都市圏における土地利用を予測の対象 とす
ることか ら,各ゾーンにおける都市活動の立地量やアクセシビリティ指標な どのマク
ロな指標を用いて,土 地利用の形成をモデル化 している。また,マ クロな レベルの土
地利用形成では,各 活動主体に対する土地の利用可能性などの供給側の条件は,需 要
側の関係に比べ るとあまり重要ではないと考 え,モデル構造の簡略化の意味か ら供給
側は特にモデル化せず,需 要主導型のモデルを開発 している。
次に,第4章 で構築する土地利用のミクロモデルでは,日 常生活圏程度のゾーンを
単位 として,各 ゾーンの土地利用 を土地面積ベースで予測す る。このモデルでは,狭
小なゾーンの土地利用を予測 の対象 とすることか ら,土地利用の形成を各活動主体に
よる土地区画の取引 というミクロな立地行動に着目して定式化 している。そして,各
土地区画における既存の立地主体 と新規に立地 を希望する活動主体の土地取引をっけ
値の概念 を用いてシミュレー トする。また,ミ クロな レベルでの土地利用形成では,
各活動主体の立地行動の多様性や各活動主体に対する土地の利用可能性を考慮する必
要がある と考えて,土 地市場における需要者と供給者 の関係や各活動主体の立地行動
基準をモデル中で明示的に扱っている。




















工業,商 業,住 宅,農 業
の4種 類の土地利用面積
表2-7本 研 究 で構築 す る土地 利用 モデ ルの特徴
土地利 用のマク ロモデ ル 土地 利用 の ミク ロモデル
(第3章) (第4章)
工業6業 種,業 務 ・商業6業 種,人 口 地価分析 を通 じて設定 したっけ値 を立
需 の13種 類の活動の各ゾ ーンにおけ る 地選好 の指標 として,各 ゾ ーン内 の土
需 要 立地需要量 を13本 の線形式 に よって 地区画 に対す る立 地需要量 を推計 す る。
給 推 計 す る 。
メ 需要主 導型 のモデ ルで あ り,供 給側 の 各土地区 画は立地競 争に おいて最高 の
カ 供 行動や立地 制約は特に考慮 していない。っ け値 をっけ た活動主 体 に供給 され る
二 給 も の と し,ゾ ー ン ご とに 各 活 動 主 体 に
ズ 供給 される土地区画 数が推 計 され る。
ム 外生的に与える都市圏全体の従業者数 外 生的 に与 え られ る土 地利用面 積 のコ
需調 と人 口 の コ ン トロ ール トー タ ル を,上 ン ト ロー ル トー タ ル を,上 述 の 需 要 量
給整 述の立地需要量 に比 例 して各ゾ ーンに と供給量 にも とつ いて各ゾ ー ンに配分
配 分 す る 。 す る 。
活 立 各ゾ ーンにお ける都市活 動の立地量 や 土地利用は各土地区画における土地取
動 地 アクセ シビ リテ ィな どを説明変数 とし 引 を通 じて決定 され るも の と仮 定 し.
主 行 て,集 計量問 の経験 的な関係にも とづ 活 動主体 の ミク ロな立地行動 を明示的
体 動 いてモデ ルを構築 してい るた め,各 活 に 考 慮 して い る。
の 基 動主体 の立地行動 は明確 では ない。
準
モ 動 動学化へ の配慮 は特 に行 って いないが, 動学化へ の配慮は特 に行 っていな いが,
一 ■
ア 学 一定の仮定 のも とで擬似動学的 モデ ル 一定 の仮定 のも とで擬 似動学 的モデ ル
ル 化
の
と して 適 用 す る こ とは 可 能 で あ る 。 として適用 す るこ とは可能 であ る。
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察内容は,土 地利用の形成 メカニズム,土 地利用モデルと関連研究,土 地利用 モデル
と計画策定,従 来の土地利用モデルの比較の諸点である。そして,こ れ らの考察を通
じて,土 地利用モデルの開発 と応用に関する意義 と課題を述べた。また,従来の土地
利用モデルの特徴を比較,考 察するとともに,本 研究で構築する土地利用モデルの特
徴をまとめた。以下に,本 章で得 られた研究成果を述べる。
まず,2-2で は,土 地利用の形成要因 と土地利用の形成 メカニズムに関する考察
を行 った。 ここでは,土 地利用の形成要因を,地 域外政策要因,地 域内政策要因,政
策外要因の3種 類に分類 し,土地利用の形成メカニズムを明 らかにした。 また,土 地
利用 の形成 メカニズムからみて,土 地利用形成のモデル化においては,次 の3っ の内
容を考慮する必要があることを指摘した。
① 土地利用の形成要因 と活動主体の立地行動 との関連
② 土地市場における需給 メカニズム
③ 活動主体の立地行動や土地市場の需給 メカニズムの経年的変化
次 に,2-3で は,土 地利用モデルに関連する分野における土地利用研究の目的 と
方法を考察 した。そして,土 地利用モデルは,都 市 ・地域計画のためのシミュレーシ
ョン分析に適用 し,計画策定において有用な情報を得 るという政策指向的な目的ため
に開発 されることを述べた。
2-4で は,土地利用モデルと計画策定 との関連を考察 し,以下の諸点を示した。




② 計画策定の各段階における土地利用モデルの用途 としては,イ ンパク ト分析,
問題点の認識,計 画代替案の作成,計 画代替案の選択の4種類の内容が考えられ
る。













さらに,2-6で は,本 章での考察結果をふ まえて,本 研究で構築す る土地利用の
マクロモデルとミクロモデルの特徴を述べた。各モデルは,適 用対象の特徴に応 じた
異なる仮説にもとついて構成 されている。
まず,土 地利用のマクロモデルは,広 域な都市圏を対象 として,市 区町村程度のゾ
ーン単位の土地利用を従業者数 ,人ロベースで予測する。モデル構造は需要主導型で
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地利用のマクロモデル とよぶ)を 構築す るとともに,大 阪都市圏 を対象 としたケース
スタディを行い.モ デルの有効性を検討する。本章で提案する土地利用のマクロモデ
ルは,都 市圏内の土地利用の形成を,2,3の 市区町村を統合 したゾーン単位のマク
ロな指標を用いて定式化 し.将来 の土地利用を従業者数,人 ロベースで予測するモデ
ルである。以下,ま ず3-2で は,土 地利用のマクロモデルと従来の土地利用モデル
との関連を述べる。次 に3-3と3-4で は,土 地利用のマクロモデルの概要 と各サ
ブモデルの定式化 を説明し,3-5～3-7で は大阪都市圏を対象 としたケーススタ
ディの結果をまとめる。
3-2従 来の研究 との関連
第2章 で述べ た よ うに,従 来 よ り開発 されて いる土 地利用 モデル には様 々な タイプ
のものが ある。その中 で,ゾ ーン単位 の集計 デ ータを用 いて土地利 用 をマク ロな レベ
ルで予測 す るモデ ル として は,ガ リン ・ロー リーモデ ル と線 形都市 モデルが代表的 で
ある。本章 で提案 す る土地利 用 のマク ロモデル は,ガ リン ・ロー リーモデ ル と線形都
市 モデ ルのそ れぞれの特 徴 をふ まえて構成 され ている 。本節 では,ま ず これ ら2っ の
モデ ルの概要 を述べ る ととも に,両 者 の比較 を行 う。そ して,本 章 で構 築す る土 地利
用 のマク ロモデ ルの特徴 をま とめる。
(1)ガ リン ・ロー リーモデ ルの概要
ガ リン ・ロー リーモデ ルは,ロ ー リーが ピッツバ ーグ都市圏 を対 象 と して開 発 した
6)7)
土地 利用 モデ ルを,ガ リンが再構 成 したモデ ルであ る。モデルの構造 は図3-1の よ
8)
うに表わ ざれる。このモデルでは都市活動を基幹産業従業者,非 基幹産業従業者(ま
たはサービス業従業者),人 口の3種 類に大別 し,経済基礎 メカニズムの概念を用い
て都市活動の生成関係をモデル化するとともに,単 一制約型のグラビテ ィモデルに よ
って非基幹産業従業者 と人口のゾーンへの配分を行っている。配分の際には,各 ゾー


























図3-1ガ リン ・ロー リーモデ ルの構造
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線形都市モデルは,一 般には,あ る都市活動の立地量を被説明変数とし,ア クセシ
ビリテ ィ指標,他 の都市活動の立地量,都 市施設の水準な どの立地を規定する要因
(以下では立地要因 とよぶ)を 説明変数 として,各 ゾーンにおける都市活動の立地量
の
を線形式 で構 成 され る連立方 程式に よって推計 す るモデ ルで ある。た とえばHillは,
ボス トン都市圏 を対 象 として,2種 類 の社会 階層 の人 口(ブ ルーカラ ー層 とホ ワイ ト
カラ ー層)と3種 類 の従業者数(製 造業,卸 小売業,そ の他)を5本 の線 形式 に よっ
て予測す るモデ ルを開発 して いる。各 モデル式 は,基 本 的に は次 の式(3-1)に よ











Ril,Rjl:ゾ ー ン1に お け る都 市 活 動iお よび 」の 立地 量
Zkl=ゾ ー ン1に お け る立 地 要 因kの 値
L3ゾ ー ン数
N:都 市 活 動 主 体 数
M:立 地 要 因 数
t-1,t=そ れ ぞ れt-1時 点,t時 点 を表 わ す
・i」・bik:パ ラ メ ー タ
線 形都市 モデ ルは,ガ リン ・ローリーモデル のよ うな一定 の論 理構 造 は持 って いな
い。 また,活 動 量のゾ ーンへ の配分 のみを扱 うため,ゾ ーン間の トリップ数の ような
活動 間の空 間的相互作 用は モデ ル内では推計 され ない。
(3)ガ リン ・ロー リーモデル と線 形都市 モデルの比較
ガ リン ・ロー リーモデル と線形都市 モデルは,実 用的 な土地利 用モデ ル として従来
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表3-1ガ リン ・ロー リーモデル と線形都市 モデ ルの比 較
ガ リ ン ・ロ ー リ ー モ デ ル 線形都市モデル
モデル全体は経済基礎モデルと単一 各モデル式の設定にあったては,一
モデル構造の 制約型のグラ ビティモデルによって 定の因果関係が仮定 きれるが,ガ リ
論理性 構成 されており.モデル全体の論理 ン ・ロ ー リ ー モ デ ル に 比 べ る と,モ
構造が明確である。 デル全体の論理構造は明確ではない。
各ゾーンにおける活動の立地量 と, 各ゾーンの活動の立地量のみを推計
モデル構造 モデルによる ゾーン間の トリップ数などの活動問 の対象 とする。活動問の空間的相互
推計内容 の空間的相互作用が同時に推計され 作用を知る必要がある場合は,グ ラ
の特徴 る 。 ビテ ィモデルなどを別途適用 しなけ
ればならない。
変数選択の モデルの構成がほぼ決 まっているた モデル構造は柔軟であり.モ デル式
柔軟性 め,モ デル中の変数の選択は線形都 は種々の説明変数の取捨選択によっ
市モデルに比べ ると柔軟ではない。 て作成 きれる。
モデル構造が非線形のため,特 異な モデル式が線形のため,特 異な活動
特異ゾーンの 活勤立地パターンを示すゾーンの取 立地パターンを示すゾーンが存在す
取 り扱い り扱いは,線 形都市モデルに比べて ると,モデル式の推定結果が歪めら
容易である。 れる恐れがある。
各ゾーンの活動の立地量と,活 動間 各ゾーンにおける活動の立地量に関
の空閥的相互作用に関するデータが するデータのみで よい。 しかし従来
モデル構築に 必要である。ただし,モ ヂル構築の のモデルでは,一 定期問中の活動量
必要なデータ 際には1時 点のデータがあればよい。の変化 を推計する場合が多く,こ の
場合モデル構築のためには2時点の
データが必要 となる。
モデル構築 既存の 線形都市モデルに比べると,利用可 モデル式は主 として回帰分析によっ
に関する プ ログラム 能なプログラムパッケージが少ない。て推定 きれるため,既 存の統計手法
特 徴 パ ツケ ー ジ の ただし,現在では,こ れまでの研究 のプ ログラムパッケージを活用する
利用可能性 開発を通 じて,種 々のパッケージが こ とが で き る 。
整備 されている。
線形都市モデルに比べるとモデル構 モデル構築は容易であり,ガ リン ・
モデル構築に 造が複雑であり,キ ャリブ レーショ ローリーモデルに比べると,短 時間


























② モデル内では①で述べた立地序列に従って,業務 ・商業活動 と人口の2っ の都
市活動問で経済基礎メカニズムによる都市活動の生成関係を考慮している。









3-3-1土 地利 用の マク ロモデルの全体構成
本章 で構築す る土地利用 のマク ロモデ ルは,コ ン トロール トータル として外生 的に
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与えられる都市圏全体の従業者数 と人口をも とに,都 市圏内の各ゾーンの活動立地 を,
従業者数,人 ロベースで予測する。この際,一 っの都市圏 内には種々の都市活動が存
在す るカ㍉ これらは一般には農林漁業を中心 とする第1次 産業,工 業 を中心 とする第
2次産業,業 務 ・商業活動を中心 とする第3次 産業,さ らに居住活動の主体 として人
口の4種 類に大別することができる。各活動の うち,都市化の進んだ圏域では第1次
産業は従業者数も少な く,ま た他の活動 との関連も小 きいと考え られるので,モ デル



















人口推計サブモデルの3っ のサブモデルによって構成 されている。そして,モ デル構
造には図3-2に 示す一定の立地序列を設 け,各活動の立地を段階的に推計する。
また本 モデルは,広 域都市圏を対象 として,比 較的大きなゾーン単位の従業者数 と
人口の分布を直接予測することか ら,土地利用形成における需要側の関係を中心 とし







業務 ・商業活動は各産業の中心管理業務や居住者,従 業者へのサービス活動を行 う
が,そ の従業者数は上述の工業従業者数 と人口の変化によって影響をうける。そこで
業務 ・商業従業者数推計サブ モデルを適用 し,業務 ・商業活動の従業者数の分布を推
計する。さらに業務 ・商業活動の従業者数の変化は,業 務 ・商業活動の従業者の居住
による人口の変化をもた らし,そ れがさらに業務 ・商業活動の従業者数を変化 させる。
従って,人 口と業務 ・商業従業者数の決定プロセスは図3-2に 示すループ構造を形
成 し,最終的には人口 と業務 ・商業活動従業者数の立地パターンが安定するまで繰 り
返し計算を行 う。
また,以 上の計算によって推計 される各ゾーンの人口と従業者数の都市圏全体での







3-3-1で 述べた ように,土 地利用のマク ロモデルでは,工業,業 務 ・商業,人
口の3種 類の活動の立地をモデル化の対象 とす る。この際,工 業 と業務 ・商業にっい
ては,既 存の統計データが整備されている範囲内で活動主体の細分化を行 う。表3-
2に,各 活動における業種分類を示す。まず工業にっいては,日 本標準産業分類の う
ち,製造業中分類に属する業種を細分化の基準 とし.現業部門11業 種 と非現業部門
一33一
(現業部門11業 種の非現業従業者数合計)を合 わせた12業 種 を設定 した。 また業
務 ・商業は,日 本標準産業分類大分類にも とついて,6種 類の業種に細分化 した。
3-3-3従 業者数,人 口推計のためのモデル式
土地利用のマクロモデルでは,線 形都市モデルの概念を用いてモデル構築を行 う。







2 紙 ・パルプ パルプ,紙,紙加工品製造業
3 皮 ・ゴム なめしかわ,毛皮製品製造業,ゴム製品製造業
4 化学 化学工業
5 石油 ・石炭 石油製品,石炭製品製造業





















説明変 数 として,式(3-2)ま たは(3-3)で 表 わ ざれ る線 形式 によ って各 活動 の立
17)
地量を推計する。
Ykl-・ 。+Σ ・h-Xhを一1+Σ ・。・△X。∫
hm
(3-2)




Ykを ・t時 点 におけ るゾ ーンiで の都市活 動kの 立地量
△Yk『:τ 期間 中(t-1時 点～t時 点)におけ る
ゾーンiで の都市活動kの 立地量の変化
Xhl-1・t一塒 点 におけ るゾ ーンiで の立額 因hの 値
△X∫:τ 期間 中におけ るゾ ーンiで の立地要 因mの 値の変 化皿1
ao・ah・arパ ラ メFタ
モデル式の被説明変数 となる立地量の指標は,従業者数 と人 口を用いる。また,式
(3-2)と(3-3)に示す ように,各 モデル式では,1時 点の立地量または一定期間
中の立地量の変化をモデル式 の被説明変数 とする。一定期間中の立地量 の変化を被説
明変数 とする場合,一 時点の立地量を被説明変数 とする場合 よりも,立 地量 と立地要
因の関係を明確に捉えやすい という利点がある。しか し.予測期間中に活動立地の傾
向が.増 加か ら減少 というように大 きく変化する場合は同一のモデル式で変化量を説
明することは困難 となる。このような場合は,増 加傾向 と減少傾向を同時に説明す る
ために,一 時点の立地量を被説明変数 とするモデル式を採用する方が よい。
各業種 の立地量推計のためのモデル式 は,図3-3の 分析手順に従って作成する。
まず,各 活動の立地に関する仮説にもとついて,各 種のアクセシビリテ ィ指標,他 の
都市活動の立地量,環 境条件に関する指標などを立地要因 として設定す る。次に,立























種を設定 している。工業立地において重視 され る立地要因は業種によって異なると考
えられるが,一 般には,入 出荷条件.労 働力条件,用 地条件などが重要である。本研




















k,1:工業 の 業 種
i,」:ゾー ン
Elゴゾ ーン 」にお ける業種1の 従業者 数
ツkl:(業種kか ら1へ の投入額)/(業種kの 生 産額)
ッlk:(業種1か らkへ の投入額)/(業種kの 生 産額)
ρ1:業 種1の 労働 生産性
Til・自騨 利用によるゾーンi澗 の時間離
α:交 通 抵抗パラ メータ
式(3-4)のアクセシ ビリティ指標は,業 種間の生産品の取引関係 と各業種の労働
生産性の差異を考慮して,従業者数 を補正している点に特徴がある。







Pj:ゾ ーン 」の夜間人 口
T蒸:鉄 道利 用に よるゾーンij間の時間距離
lJ
α:交 通抵抗 パラ メータ
ところで工業業種の中には,行 政当局によって立地の誘導規制が行 なわれている業



















ここでは,昭 和45年の近畿圏内の産業連関表にもとつ く図3-4の 業種間の取引関
係を参考にして,工 業の他業種 との取引関係が少なく,基 礎的な製造品を供給 してい











7 食 料 品
2 紙 ・パルプ 8 繊 維
3 皮 ・ゴム 9 金 属
4 化 学 10 金属加工
5 石油 ・石炭 11 出版 ・印刷
・その他6 窯業 ・土石
一方 ,工業非現業部門の従業者数は,現 業部門の従業者数に比例 して変化するもの
と考え,各 ゾーンの現業部門の総従業者数を立地要因 として,従 業者数推計のための
モデル式を作成する。
3-4-2業 務 ・商業 従業者 数推計サブ モデ ル
業 務 ・商業 活動 は各 種都市 活動 に対 してサ ー ビスを提供 す る業種群 で あり,そ の従
業者数 がサ ー ビスの対象 とな る都 市活動 の立地量 に比 例 して変化 す る性質 を持 っ と考
え られ る。 ま た業種 に よっては,サ ービスの対象が比較的 広範な地域 に及 ぷ場合 も あ
る。本研 究で は これ らの特徴 を考 慮 して,サ ー ビスを受け る活動 を次の ように何通 り
かに分類 した。
① サ ー ビス対象 を,全 産業,工 業,業 務 ・商業(ただし自業種 を除 く),人 口の4
種類 に大別 す る。 ただ し.卸 売業では近隣サ ービス業もサ ービス対象 とす る。
② サ ー ビスの範囲 は,自 ゾ ーン内の活 動に対す るローカルなサ ー ビス と,他 ゾ ー
ンの活動 も含 め た広域 的なサ ービスの2種 類 を考 え る。






ACS(A)ki:ゾーンiに立地す る業種kの サ ー ビス対象Aに 対 す るアクセシ ビリテ ィ
Aj:サ ー ビス対象Aの ゾ ーン 」での立地量
Til・自騨 利用によるゾーンi澗 の時間離
α:交 通 抵抗パラ メータ
以上の① と② の仮定にも とついて設定 した立地要因を表3-5に 示す。この表では
サービス対象を,t-1時 点でのス トック量 と予測期間 τ中のス トック量の変化で定






























注)△ はt-1時点 の値 とt時 点 の値 の差 で あることを表 わす。
3-4-3人 口推計サブモデル
人 口推計サブモデルでは,各 ゾーンの人口を推計の対象 とする。人口の変動 は,出
生 と死亡による自然変動 と,転入と転出による社会変動の2種 類の変動で説明するこ
一40一
とが で きる。そ して,t時 点におけ るゾ ー ンiの 人 口P㌻ は次 の式(3-7)で 表 わ さ
19)れ る
。
Pを 一P¥1+(B{-Dξ)+(1卜 ・1) (3-7)
こ こに,
Pヤ1,pl・t-・ 時点 お よび 塒 点 のゾ ーンiの 人 ・
B{:τ 期間 中(t-1時 点～t時 点)の ゾ ーンiで の出生 数
Dζ:τ 期間 中のゾ ーンiで の死 亡数
　
1亨=τ 期間 中のゾ ーンiで の転 入者数
o写:τ 期 間 中 の ゾ ー ンiで の転 出者 数
1
本研究で は,式(3-7)を 基本 にして人 口推 計のた めのモデ ル式 を作成 する。式
(3-7)の各 項 の うち,自 然 変動 にっいて は,そ の変動 が必ず しも居住 者の 自発的 な
行動に依存 しないた め,モ デル化 は容易で はない。また1っ の都市圏 内で は,出 生率,
死亡率 に それ ほ ど大 き な地域 差は ない と考 え られ る。 したが って本研究 では,自 然 変
動がt-1時 点 の人 口に対 して一 定率 δで生 じるもの と仮定す る。す なわち,
Bτ_Dτ=δ.pt㍉ 鱒1
111 (3-8)
一方,社会変動は,一 般には居住者の就業の変化や住宅 の住みかえな ど,居住者 の
自発的な行為に起因す る。そ してその変動量は,雇 用地への近接性の変化,住 宅ス ト







Fhi:人口の社会変動 の要 因hの ゾ ーンiで の値
εh:パラ メー タ
本研究では以上の前提にも とついて,τ 期間中のゾーンiに おける人口変動△Pξ
一41一
を次 の式(3-10)で 表 わ し,人 口推計 のため のモデル式 として用 いる。
△PI-pl-Pヤ1一 δ・P㌣1+Σ ・ドFhi(3-・ ・)
h
3-5土 地利用 のマク ロモデ ルのケ ース スタデ ィ
3-5-1対 象地域 とゾーニング
本研究では,図3-5に 示す大阪都市圏を対象 として土地利用のマクロモデルのケ
ーススタデ ィを行なう。この対象地域は大阪府全域 と兵庫県,京 都府,滋 賀県,奈 良
県,和 歌山県の一部にわたってお り,地域内には昭和50年時点で174の市区町村が含
まれている。土地利用モデルを作成する場合,対 象地域は周辺地域 との交流の少ない.
できるだけ閉じた地域であることが望 ましい。図3-5の 地域は,昭 和50年国勢調査
による京阪神大都市圏域 とほぼ一致 しており,対象地域周辺のほ とん どの市町村では,
大阪市,神 戸市,京 都市の各都市への通勤通学者数が当該市町村人口の1.5%未満 と
なっている。したがって,対 象地域の地域外 との交流は十分に小 さいと考えることが
できる。また本研究では,こ の調査結果にも とついて,対 象地域内の活動立地が対象
地域外か ら受ける影響は無視できるもの と考え,対 象地域内のデータのみを用 いて土
地利用のマクロモデルを構築する。




て,都 市圏内の市区町村を図3-5に 示す39個 のゾーンに統合 した。表3-6に,
各ゾ ーンと市区町村 との対応関係を示す。図3-5の ゾーンは,以 下の方針にもとつ
いて設定 されている。
① 各ゾーンの面積に大きな差異が生じないように市区町村を統合する。
② 各ゾーンに含まれる市区町村の特徴は,な るべ く均質 となるようにする。
③ 鉄道網や道路網 との関連で,大 部分のゾーンが大阪市の都心部に向かって同一
の経路に含まれるようにする。
3-5-2デ ータの収集 と作成 にっ いて
(1)従 業者 数,人 ロデータ
本 モデ ルでは,各 活動 の立地量 の指 標 として従業者数 と人 口を用 い る。 これ らのデ
一42一
ゾ ー ン1,3大 阪 市
ゾ ー ン14,15,16:神 戸 市
ゾ ー ン24.25.26=京都 市
図3-5対 象地域 とゾーニング
一タは,昭和43年～昭和55年の工業統計表,商 業統計表,事 業所統計調査報告,国 勢
調査報告から収集し.隣接 した年次間での外挿または内挿によって,昭 和43年,昭和




ゾーン間の時間距離 は,自 動車利用 と鉄道利用のそれぞれの場合にっいて,昭 和43
年,昭 和48年,昭和53年の3時 点の時間距離を算出した。
まず 自動車利用の場合,図3-5の39個 のゾーンにっいて,イ ンターヂェンジな








市 区 町 村 名
1 12 北区,都 島区,福 島区,此 花区,東 区,大 淀区,西 淀川区,
東淀川区,旭 区,城 東区,淀 川区,鶴 見区
2 14 西区,港 区,大 正区,天 王寺区,南 区,浪 速区,東 成区,生 野区,
阿倍野区,住 吉区,東 住吉区,西 成区,住 之江区,平 野区
3 5 堺市,泉 大津市,和 泉市,高 石市,忠 岡町
4 5 松原市,羽 曳野市,藤 井寺市,太 子町,美 原町
5 5 富田林市,河 内長野市,河 南町,千 早赤阪村,狭 山町
6 5 岸和田市,貝 塚市,泉 佐野市,熊 取町,田 尻町
7 3 泉南市.岬 町,阪 南町
8 3 八尾市,柏 原市,東 大阪市
9 4 守口市,枚 方市,寝 屋川市,門 真市
10 3 大東市,四 条畷市,交 野市
11 4 豊中市,池 田市,吹 田市,箕 面市
12 4 高槻市,茨 木市,摂 津市,島 本町
13 3 東能勢村,能 勢町,猪 名川町
14 7 東灘区,灘 区,葺 合区 レ生田区,兵 庫区,長 田区,須 磨区
15 1 北区
16 2 垂水区,明 石市
17 5 加古川市,高 砂市,稲 美町,播 磨町,志 方町
18 3 尼崎市,西 宮市,芦 屋市
19 3 伊丹市,宝 塚市,川 西市
20 1 三田市
21 3 篠山町,西 紀町,丹 南町
22 2 三木市,吉 川町
23 3 小野市,社 町,東 条町
24 6 北区,上 京区,左 京区,中 京区,東 山区,下 京区
25 3 右京区,向 日市,長 岡京市
26 6 南区,伏 見区,宇 治市,大 山崎町,久 御山町,八 幡市
27 7 城陽市,井 手町,宇 治田原町,山 城町,加 茂町,笠 置町,和 束町
28 3 田辺町,木 津町,精 華町
29 3 亀岡市,園 部町,八 木町
30 3 京北町,丹 波町,日 吉町
31 2 大津市,志 賀町
32 3 草津市,守 山市,栗 東町
33 5 近江八幡市,中 主町,野 洲町,安 土町,竜 王町
34 2 奈良市,生 駒市
35 12 大和郡山市.天 理市,平 群町,三 郷町,斑 鳩町,安 堵町,川 西町,
三宅町,香 芝町,上 牧町,王 寺町,河 合町
36 4 桜井市,大 宇陀町,菟 田野町,榛 原町
37 8 大和高田市,橿 原市,田 原本町,高 取町,明 日香村,新 庄町,
当麻町,広 陵町
38 3 五条市,御 所市,大 淀町








GNpt:年次tに おける1人 当 りGNP(千円)
た とえば昭和53年に おけ る1人 当 りのGNPは1780千円で あ り,式(3-11)に この
値を代入 すれ ば,昭 和53年時点での時間価値 は49円/分 とな る。
またゾ ーン内 々の時 間距離 は,ゾ ーンに含 まれ る各市 区町村の 中心(市 役所,区 役
所,町 村役場 と した)か らゾ ーン中心へ のアクセス時間 を各市 区町村 の人 口で加重平
均 して求め た。
次 に鉄道利 用 の場合 は,ゾ ー ン中心 を各ゾ ー ンの主 要駅 として設 定 し.駅 間 の所要
時間 と各駅で の乗 り換 え所要時間 にも とついて,ゾ ーン間の最短時間距離 を計算 した。
(3)交 通抵抗 パラ メータ αの推定
本 モデルでは 立地要 因 として種 々の アクセシ ビ リテ ィ指標 を定義 してい るが.各 指
標 中で用 いる交通 抵抗 パラ メ ータ αは,ゾ ーン間OD交通量に式(3-12)の グラ ビテ
ィモデル を適用 して求め た。
ODi」=β ・Oi・D」/exp(・ ・Ti牙) (3-12)
こ こ に,
OD・・:ゾ ー ンij間 のOD交 通 量
lJ
o・:ゾ ー ンiに お け る発 生 交 通量
l
Dj:ゾ ーンjに おける集 中交通 量
Ti翌:交通手段mに よるゾーンij間の時間距離
α,β;パ ラ メ ー タ
パ ラ メータ α,β は,大 阪府 の昭 和45年のOD交通量 デ ータ を用 いて,交 通 目的別 に
最小 二乗 法 によ って推 定 した。表3-7に 分析結果 を示す 。表 中の実績値 と推 計値 と
の相 関係数 をみ る と,通 勤交通 にっいては0.732とやや低 いが,業 務交通 と貨物輸 送
一45一
の場合はO.80を上回る良好な結果が得 られている。
次の3-6で は,昭 和43年と昭和48年の各種データを用 いてモデルのキャリブ レー







α β 相関係数 ア売泥リディ指標
との関連
通 勤 鉄 道 O,039 O.81
x10-6
0,732 式(3-5),(3-14)
業 務 自動車 O,048 2.41
xlO-6
0,828 式(3-6)
貨 物 自動車 O,046 1.65
xlO-6
O,818 式(3-4)
3-6モ デルのキ ャ リブ レーシ ョン結果 と考察
3-6-1対 象地域における活動立地の推移にっいて
まずモデル式のキャリブ レーシ ョンに先立って,モ デル構築の期間中における大阪
都市圏内の活動立地の推移を検討する。以下では,工 業従業者数,業 務 ・商業従業者
数,人 ロのそれぞれにっいて,昭 和43年～48年,昭和48年～53年の2期 間における大
阪都市圏内の活動分布の推移を検討 した結果をまとめる。なお,前 節で述べ たように,




者数の変化を示す。図3-6の 昭和43年～昭和48年では,大 阪市,神 戸市,京 都
市などの大都市都心部での従業者数の減少 と大都市周辺部での従業者数の増加が
みられる。 これは主 として.都心部か ら郊外への工場の移転による従業者数の変













































(1)昭 和43年～48年 (2)昭 和48年～53年
図3-8大 阪都市圏における人口の変化
ンで従業者数 が減少 して お り,都 市圏 全体 で工業 の衰退 が生 じてい る。都市 圏内
の総従業 者数は,昭 和43年に1,866,116人,昭和48年に1,817,035人,昭和53年
に1,564,004人と年 々減少 して お り,特 に昭和48年か ら昭和53年にか けての5年
間 は従業者数 の減少が大 きい。
さ らに業種別 に各 ゾ ーンの従業者数 の変 化 を検討 した ところ,繊 維 の従業 者数
は昭和43年～ 昭和48年,昭和48年～ 昭和53年の2期 間 とも一貫 した減少傾 向がみ
られ た。一方,繊 維以 外 の業種 は,昭 和43年～昭和48年に大都市 周辺部 で従業者
数 の増加 がみ られ たが,昭 和48年～ 昭和53年には,ほ ぼすべ てのゾ ー ンで従業者
数が減少 してい る。
② 業務 ・商業従業者数 の推移
図3-7(1)と(2)に,昭 和43～48年と昭和48年～53年の2期 間 におけ る各 ゾ
ーンの業務 ・商業従業者数 の変化 を示す 。都市圏全 体 の従業者 数 は,昭 和43年に
3,260,931人,昭和48年に3,900,402人,昭和53年に4,359,911人と順調 な伸 びを示
している。図3-7の 分布 をみ る と,昭 和48年～53年に大 阪市都心 部のゾ ーンで
従業者数 の減少 がみ られ るが 、 これは建設業 と卸売 業の2業 種 の従業者数 の減少
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に よるも のであ る。また業種 別 に従業者数 の変化を検討 した ところ,運 輸 ・通信
業 は最近 の郊外部 での トラ ック ター ミナルな どの整備 による影響 のためか.大 都
市 の都心部 では減少.大 都市 周辺部で は増加 とい う傾向がみ られた 。一方,近 隣
サ ー ビス業 と金融 ・保 険 ・不動産業 の2業 種 は,都 市圏内の各ゾ ーンにおいて増
加傾向が み られ た。
③ 人 口の推 移
大阪都市圏全 体 の人 口は,昭 和43年に13,408,151人,昭和48年に14,556,450人,
昭和53年に15,468,624人と,昭 和43年～48年,昭和48年～53年の各期間 とも に,
100万人前後 の増加 を示 してい る。図3-8(1)と(2)に よって各ゾ ーンの人 口
の変動傾 向をみ る と,大 阪市,神 戸市,京 都市 な どの大都 市の都心部では,昭 和
43年～48年.昭 和48年～昭和53年の2期 間 とも人 口が減少 しているのに対 し,大
都市周辺部 では人 口増加 が大 き く,人 口の ドーナ ツ化現象 が顕著 で ある。 また昭
和48年～53年は,昭 和43年～48年に比 較す ると,都 心部か ら離れ たゾーンでも人
口増加が大 き くな って お り,ド ーナツ化現象 の郊外部へ の進行 がみ られる。
以 上 の①～ ③の分析 結果 か ら明 らかな よ うに,昭 和43年～53年の大 阪都 市圏では 工
業の衰退 と業務 ・商業 活動 の進展,人 口の ドーナ ツ化現象 とい う,最 近 の大都市圏 に
共通 の特徴 がみ られ る 。また,昭 和48年か ら昭和53年にか けての工業 の衰 退 は特に大
きい。
3-6-2工 業従業者数推計サブモデル




した。表3-8に 相関分析 の結果 を示す。立地要因の うち,工業地の地価にっいては
相関係数の符合が正で あり,想定 される符合 とは逆になっている。しか し他の要因で
は,比較的高い相関が得 られている。
次 に,各 業種にっいてモデル式の作成を検討 した。その際,立 地要因間の相関が高
く,パラメータの推定上問題が生 じたため,最 終的には式(3-4)の入出荷のアクセ
シビリテ ィのみを立地要因として回帰分析を行った。表3-9に 分析結果を示す。各














7 食料品 O.85 O.78 0.68 一〇.63
8 繊 維 O.83 O.60 0.64 一〇.30
9 金 属 0.89 O.75 O.51 一〇.65
10 金属加工 0.91 0.84 0.60 一〇.67
11 出版 ・印刷
・その他
0.90 0.81 0.59 一〇.55
表3-9 工業従業者数推計サブモデルの
キ ャリブ レーシ ョン結果























計す るが,大 阪市 都心部(ゾー ン1,2)で は工業 の中心管理業務 の集 積が大 きいため,
従業者数 を過小 に推計 す る恐 れ ある。そ こで,大 阪市 都心 部 にっ いては都市圏 内の現
業部 門への アクセ シ ビ リテ ィを式(3-6)と 同 じ形 の指標に よって定義 し,説 明変数
として用い る こ ととした。回帰分析 の結果 を式(3-13)に 示す 。各パラ メータの下





EMII:時点t,ゾ ー ンiの 工業非現業部 門従業者数
囲ol塒 点t・ ゾー ンiの 工業現業部 門従業者 数
ACS(Em)1・時点t,ゾ ー ンiの 各ゾ ーンの現業部 門従業者への
アク セ シ ビ リテ ィ
DA・3ゾー ン ・ダ ミ ー変 数1
(大阪市都心部 のゾ ーンでは1,他 のゾー ンでは0)
式(3-13)の 推 定結果 は,決 定係数R2の大 き さ・,各パラ メータの有意性 ともに十
分で あ り良好 な結果が得 られて いる。
3-6-3業 務 ・商業従業者数推計サブモデル
ここでは,表3-5で 設定 した立地要因を説明変数 として,業 務 ・商業活動の各業
種 ごとに従業者数推計のためのモデル式を作成する。相関分析の結果,昭 和43年～昭
和48年の従業者数変化 と立地要因 との間で良好な分析結果が得 られたので,本 サブモ
デルでは一定期間中の従業者数の変化を被説明変数 とする。表3-10に,各 業種の
従業者数変化 と各立地要因 との相関分析の結果を示す。
次に,相 関分析の結果にも とついて,相 互に独立性が高 くしかも各業種の従業者数
変化 との相関の高い立地要因を選択し,回帰分析を適用 してモデル式の推定を行った。
表3-11に 推定結果を示す。以下では,業 種別に,モ デル式の推定結果に対する考
察をまとめる。
① 建設業
表3-10を みると,建設業の従業者数変化 と相関が高いのは,ロ ーカルサー
ビスの総従業者数TEI-1,人・pl-1,業務 ・商業従業者数の変化 △呼 の各要
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表3-10業 務 ・商業活動の従業者数変化 と立地要因 との相関分析の結果
説明変数
彼説明変数
ロー カ闘 一ビス(ス励 量) ロー 加 サー ビス(変 化 量) 広域 的サー ビス(寿"量) 広域 的9一自(変化量)
E 訓 圏 P 邸 △冗 △訓 △団 △P△ELS猛 鵬(団)憾)響)鵬(ELS)△Acs(E)△.κsAAf黒△ 一κs(P)Aκマ(a5)(ε図)(鴎)
建設業(△EGM∫) 1 .84.81.84.85＼ .69-.54.8肝.43＼ .80.78.81.77＼ .66ト.45.76,08＼
卸 売 業(△E脳 ∫)
1
.83.84.81＼ .76.75ト.44.81＼ .85。81 。80 .81＼ .79.73ト.33.78＼ .78
近 隣 サ ー ビス業(△ELS∫) 1 .87.91.84.go＼ ,90←.56.9肝.15＼ .86.86.85.86＼ .87一.34 .92.37＼
金 融 。保 険 ・不 動産 業(△EF図∫)1 。91 .87.go.78＼ .6酔.60 .86ト40＼ .80.77.81.74＼ ,68ト.42.76.13＼
運輸・通信業(△ETM弄) 一.58一.41一.6陛,26＼㌦29 .57一.47 .80＼ 一.37一.2併.4俳.23＼一.07 .61一.20 .54＼
電気 ・ガ ス・水 道業(△ER図 」) ,44.48.41.31＼ .63一.15 .57.03＼ .38.39.38・33＼ .54.03.52.29＼
注1)ロ ーカルサ ービス(ス トック量)と 広域 的サ ービス(ス トツク量)の 記号 にっいては,添 字t-1,iを省 略した。
注2)ローカルサ ービス(変 化量)と 広域的サ ー ビス(変 化量)の 記号 については、添字 τ,iを 省略 した。
表3-11業 務 ・商業従業者数推計 サブ モデ ルのキ ャ リブ レーシ ョン結果
























因で ある。しか し,こ れ らの要 因 を説明変数 として回帰分析 を適用 した ところ,
El-1とpl-1の 内部欄 鵬 く重 共線性 の問題 が生 じた.そ こで,こ れ ら2っ
の要因 はた し合わせ て使 用す るこ ととし,表3-11の モデ ル式 を得 た。推定結
果 は,決 定係数値,t値 ともに,ほ ぼ良好 な結果 が得 られてい る。
② 卸売業
卸売業 の立地 は,一 般 に はその主要 な取引相手で ある近隣 サー ビス業 と関連 が
深 いも の と考 えられ る。表3-10の 分析結果 でも,近 隣 サ ービス業 に関す る立
地 要因EL§-1,△ELS軍,ACS(ELS)セ1,△ACS(ELS)3との相関が高 い。 ここで　 　 　 　
は これ らの要 因の うち,広 域 的サ ービスに係 わるACS(ELS)㌻畠1と △ACS(ELS)∫
　 　





総従業者数 と人・の和(Eを一1+pl-1)および縦 業者数 と人・の和の変化
(△TEf+△pf)を定義し.回帰分析を行った。推定結果は,決定係数値,t値
ともに良好で ある。
④ 金融 ・保 険 ・不動産業
表3-10を み る と,金 融 ・保 険 ・不動産業 は ローカルなサー ビス対象 を表 わ
す立地要 因 との相 関が高 くな って お り,自 ゾー ン内のサ ービス対象活動 の立地量
に よって従業者数 変化 を説明 する ことが可能で ある。 ここでは最終 的には,総 従
業者数TEI-1と業務 ・商業従業者数の変化△ES鉾 説骸 数 として回帰分析樋
用 した。推定結果 は,決 定係数 値,t値 とも に,ほ ぼ良好 な結果が得 られている。
⑤ 運 輸 ・通信業
表3-10の 結 果で は相 関係 数が マイナス となってい る立地要 因が多 く,ロ ー
カル なサ ー ビスを表 わす △瞬 と△Pぞ・広域 的なサ ービスを表 わす △ACS(EM)∫
の3っ の要 因のみが正 の相 関 とな って いる。 ここでは,こ れ らの中で相関係数値
の大 きい △P1と △ACS(EH)歪の2っ の要因を説明変数 として 回帰分析 を行 った。
推 定結果 は,決 定 係数値,t値 とも に,ほぼ良 好で ある。
⑦ 電気 ・ガ ス ・水道 業
表3-10を み る と,電 気 ・ガ ス ・水道業 はほ とん どの立地要因 にっいて相 関
係 数 の符合 は正で あるものの,全 般 に相 関が低 い。 ここで は,電 気 ・ガス ・水道
業 の従業者数 は,自 ゾーンの人 口や従業者数 に比例 して変化 する と考 え,総 従業
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者数 と人 ・の和(Eを 一1+P}-1).および縦 業者数 と人・の和の変化(△ 呼





地的な取 り扱いをすることも必要 と考 えられる。
3-6-4人 ロ推計サブモデル
3-4-3で 述べたように人口の変動は自然変動 と社会変動によって説明 ざれるが,













また,図3-10と 図3-11に 示 したように,大 阪都市圏では,大 阪市,神 戸市,
京都市な どの大都市の都心部で人 口が減少している。このような都心部での人口減少
は,都 心部の高地価,住 宅の質の低下,居 住環境の悪化などの様 々な要因に起因する
ものと考えられる。ここでは,人 口減少が都心部の過密による居住環境 の悪化による
もの と考え,従 来の麟 参照 して,人 ・ Φ14)と総従業者数(TE㌻一11)の 積を過密
の指標 として用 い るこ ととした。
以上 の変数 設定 のも とで.式(3-14)の パラ メータを推 定 した結果 を,式(3-







推定結 果 をみ る と,決 定係数値R2はO.686であ り,比 較 的良 好な説明力が得 られて
いる。 また各 パラ メータの有意性 は,右 辺第 一項 の人 ロの 自然変 動に関 する変 数の パ
ラ メータのt値 が若干低 いが,ほ ぼ良好 な結 果 とな って いる。
3-7モ デルの予測精度の検証結果と考察
次に3-6で 作成 したモデル式を用いて,昭 和53年の各業種の従業者数 と人 口を予
測し,予測値 と実績値を比較することにより,土地利用のマクロモデルの予測精度を検
討する。
予測の際には,ま ず,昭 和53年時点における各業種の従業者数 と人口のコン トロー
ル トータル.外 生的に与える工業業種 の従業者数,ゾ ーン問の時間距離 などの条件 を
外生情報 として与え,工業従業者数推計サブモデルによって工業の各業種の従業者数
をゾ ーン別に予測する。次に,人 口推計サブモデルと業務 ・商業従業者数推計サブモ
デルを順次適用 し,各 ゾーンの人口と業務 ・商業活動 の各業種 の従業者数を予測す










に対する検証結果では,食 料品 と出版 ・印刷 ・その他の2業種に対する予測精度
が他の業種に比べて低い。これらの業種に関する予測誤差の分布を地図上で検討
した ところ,食 料品では予測誤差に大 きな地域的偏 りはみられなかったが.出 版・
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印刷 ・その他は大阪市内のゾーンにおける従業者数を過小に予測する傾向がみ ら
れた。これ らの業種のうち,食料品は図3-4に 示 した製造品の取引関係では,
他の業種 と比較的独立 していること,ま た出版 ・印刷 ・その他には業務活動的な




業務 ・商業活動の業種の うち,前 節で良好なキャリブ レーシ ョン結果が得 られ















7 食料品 O,954 O,186
8 繊維 0,969 0,855
9 金属 0,975 O,904
10金属加工 O,970 0,751
11 出版 ・印刷 ・その他 O,975 O,475






1 建設業 0,998 O,937
2 卸売業 O,999 0,748
3 近隣サービス業 O,999 O,939
4 金融・保険・不動産業 O,999 0,599
5 運輸・通信業 0,997 O,555
6 電気 ・ガス・水道 業 0,984 O,439














本章では広域都市圏 を対象 として,種 々の都市活動の立地をゾーン単位のマクロな
指標 を用いて従業者数,人 ロベースで予測するモデルを構築 した。さらに大阪都市圏
を対象 としたケーススタディを行い,モ デルの有効性を検討した。以下に,本 章で構




① 本モデルでは,モ デルを適用する際の操作性を向上 させるため,都 市活動を工
業従業者,業 務 ・商業従業者,人 口の3種 類に大別 し.活動間に一定の立地序列
を設け,活 動立地を逐次的に推計する方法を提案 した。
② また①で述べた立地序列にもとついて,業 務 ・商業従業者数推計サブモデルと
人口推計サブモデルの2っ のサブモデルの問では,ガ リン ・ローリーモデルに見
られる経済基礎メカニズムによる都市活動の生成関係を考慮した。
③ 各サブモデルでは業種を細分化 し,工業活動にっいて12業 種(た だし,この










次 に,大 阪都市圏を対象 としたケーススタデ ィでは,モ デル式のキ ャリブ レーシ ョ
ンとモデルの予測精度の検証を行ったが,そ の結果次の成果が得 られた。
① 工業従業者数推計サブモデルでは,食 料品,繊 維,金 属,金 属加工,出 版 ・印
刷 ・その他の5業 種にっいて従業者数推計のためのモデル式を作成 した。立地要
因としては,地 域内の工業業種 との入出荷のアクセシビリテ ィ,夜間人ロへのア
クセシビリティ,工業地の地価,主 要港湾への時間距離の4種 類の要因を設定 し
た。そして最終的には,地 域内の工業業種 との入出荷のアクセシビリティを説明
変数 としてモデル式のパラメータを推定 したが,各 業種 とも推定精度は良好であ
った。さらにモデルの予測精度を検証 した結果,地 域内工業業種 との取引関係が
顕著な,繊維,金 属,金 属加工の3業 種にっいては良好な結果が得 られた。食料
品と出版 ・印刷 ・その他にっいては,他の工業業種 との取引関係が顕著ではな く,
昭和48～53年の従業者数変化に対する予測精度が低かった。しか し.昭和53年の
従業者数に対する予測精度は良好であった。
② 業務 ・商業従業者数推計サブモデルでは,立地要因をサ ービス対象活動への近
接性 としてモデル式の作成を行った。そして設定した業種のうち,建 設業,卸 売
業,近 隣サービス業,金 融 ・保険 ・不動産業,運 輸 ・通信業の各業種にっいては,
モデル式の推定精度,予 測精度 ともにほぼ良好な結果が得 られ,モ デル式の有効
性が示された。電気 ・ガス ・水道業にっいては,モ デル式の推定精度が他の業種
に比べて低かったが,昭 和53年の従業者数に対する予測精度はほぼ良好であった。
③ 人口推計サブモデルでは,人 口の自然変動 と社会変動に着目してモデル式の作








また予測精度が十分ではなかった,食 料品と出版 ・印刷 ・その他工業の2業 種に
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っいて は,立 地 要因 の再検討 も必要 で あろ う。
② 業務 ・商業従業者数 推計サブ モデルの業種 の中には,電 気 ・ガ ス ・水道業や運
輸 ・通信業 の よ うに,立 地 が必ず しもサ ービス需要 に比例 す るのではな く,計 画
的 に行 われ る場合 が多 い業種 もある。 このよ うな業種 にっ いては,立 地動向 に関
す る調査 をふ まえた うえで,モ デ ル化 を再検討す る ことも必要 と考 え られ る。
③ 人 口推計サブ モデルで は,居 住 に関係す る立地要 因の うち,住 宅 ス トックにっ
いて は説明変数 を設定 して いない。各ゾ ーンの住宅 ス トックの状況 は居 住地 の選
択 に大 きな影響 をもっ と考 え られ るので,今 後 は住宅 に関す る要因も考慮 して モ
デ ルの拡 張 を検討 す る必要が ある。
④ 業務 ・商業従業 者数推計サ ブモデル と人 口推計サ ブモデルの各 モデル式は,通
常 の最小 二乗法(OrdinaryLeastSquares(OLS))による回帰分析 を適用 してパラ
メ ータ推定 を行 った。しか し,モ デル式 によっては説 明変数 の中に他のモデル式
の被説 明変数が含 まれて いる場合 が あ り,OLSによる推定 ではパラ メータにバイ
ア スを生ず る恐 れが ある。 したが って,二 段階最小二乗法(TwoStageLeast
Squares(2SLS))などの バイアスを除去 し うる回帰分析 の適用が望 ま しい。
以上 の検 討課 題の解決 のた めには,新 たな調査 の追 加や モデ ルの大規模化,複 雑化
を伴 う。 したが って,検 討課 題へ の対処 にあた って は,実 際 の計画策定 に おけるモデ
ルの適用性や モデル の操作性 とのバラ ンスを考慮す る ことが必要 とな ろ う。
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本 章で は,都 市 内の狭小 なゾ ーンを対象 として,将 来 の土地利用 を予測す るモデ ル
(土地 利用 の ミク ロモデ ル とよぷ)を構築 す る ととも に,大 阪府域 を対象 としたケー ス
スタデ ィを行 い,モ デ ルの有 効性 を検 討す る。土地 利用 の ミク ロモデルは ,土 地利用
の形成 を,各 活動主 体 に よる土地 区画 の取 引 とい うミク ロな立地行 動に着 目してモデ
ル化 して お り,ゾ ーン内 の土地利 用 を土地面積 ベ ースで予測 す る。以下,ま ず4-2
では,土 地利 用 の ミク ロモデ ル と従来 の研究 との関連 を述 べ る。次 に,4-3と4-
4で は,土 地利 用の ミク ロモ デル の概要 と各サ ブモデ ルの 内容 を説明す る。そ して,
4-5～4-7で は,大 阪府 域 を対象 としたケ ーススタデ ィの結果 をま とめ る。 き ら
に,4-8で は,本 章 の研 究成 果を ま とめる とともに,今 後の課題を述べ る。
4-2従 来の研究 との関連
本章で提案す る土地利用の ミクロモデルは,都 市内の小ゾーン単位の土地利用を,
土地取引の過程に着 目して予測するモデルである。このような小ゾーンでは,各 ゾ ー
ンの土地資質が多様で あり,各活動主体の特性も土地利用形成に強く影響することか
ら,都市圏 レベルの土地利用モデルに比較 して,活 動主体や土地資質の多様性を考慮










いる。この図では,都 市内には8個 の土地区画が存在し,各 区画には現在活動主体が
立地 している。また,各 区画には別に所有者が存在するものと考える。
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ている区画も含 めて都市内のすべての区画を再評価 し,各 区画の利用に対して支払っ
てもよい金額を決めると仮定する。この価格は各区画の利用に対する需要価格であり,
「っけ値」(bidprice)とよばれる。図4-1の 数字は,あ る取引期問の期首に各活動
主体が各区画に対 してつけたつけ値を表 わす。た とえば1行 目の数字は,活 動主体A
が区画1に7万 円/～,区画2に3万 円/m2,区画3に16万 円/'… ・というっけ
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値を与えたことを表わす。
っけ値 は一般 には潜在的なものであり,図4-1に 示す値を実際に知ることはでき




画の競 り(これは立地競争 とも よばれる)を行い,最 高のっけ値をっけた主体が新たな
区画利用者になると考 えることもできる。たとえば,図4-1の 第1列 をみると,区
画1で は活動主体Hは 既存の活動主体Aよ りも高いっけ値をっけているため,次 期に
は区画1に 立地する活動主体はAか らHに変化する。そして,他 の区画にっいても同
様にっけ値を比較すると,次期には図4-1に 示すような利用者の変化が生 じること
になる。また,各 区画 に新たに立地する活動主体のっけ値は,土 地市場における均衡
価格 として,次 期の地価 となる。
(2)従 来の関連研究
都市における土地利用の形成を,上 述のっけ値の概念を用いて説明しようとする試
みは,主 として都市経済学の分野において進め られてきた。この分野の研究は,単 一
中心都市,土 地の同質性などの単純化されたフ レームの中で,家 計や企業の行動理論
にも とついて厳密な論理展開を行い,都 市における土地利用や地価の形成を理論的に
説明す る点に特徴がある。その研究成果は実用的な土地利用モデルの開発に対 して様
々な影響 を与えてきたものの,単 純化 されたフ レームワークのため,現 実の都市を対
象 とした予測モデルとして直接利用 されることはなかった。
一方 ,わが国の都市 は土地利用が複雑に混在 してお り,地価が土地利用形成の重要
な要因 となっていることか ら,地価 と土地利用形成の関連を明示的に考慮 したアプロ
ーチが求め られてきた。そして,昭 和40年代後半以降,地 価データや土地利用データ
が整備 されるようになってか ら,地価を媒介 としたミクロな土地利用形成を扱 う土地
10)
利用 モデルが 開発 され てい る。主要 な研 究 としては,表4-1に 示す青 山 ・森 杉,中
村.林.宮本1陣原.太田盤 佐木 嘲 冒盤 して本章で説明する筆者らによる研究
がある。
これ らの研究に共通な特徴 は,各 ゾーンの魅力度や地価を多様な要因を用いて説明
していること,土地利用形成において地価を重要な要因 としていること,都市内の狭
小なゾーンを分析単位 としていることである。これ らは,い ずれもわが国の土地利用
の特性を考慮 した特徴 といえる。また中村 ・林 ・宮本や佐佐木 ・朝倉 らの研究 のよう




研究者 対象地域 活動分類 モデルの概要 特 徴
(発表年)
各土地利用主体があるゾーンを 各土地利用主体の適地度関数を
青山吉隆 大阪府域 ・都市圏 利用する際に,ゾ ーンを評価す 実証的に分析することを研究目
森杉寿芳 (1k匿メッシュ) 商 業 る基準となる指棚を「適地度」と 的としてお り.予測モデルとし
・内陸性 定義する。そして,企 業 と世帯 ての構成はとっていない。
(1970年) 工 業 のミクロな立地行動に関する考
・世 帯 察から,適地度関数が土地特性
および によって表わされることを導い









1k覧と メ ッ シ ュ を対 象 と し て, 立地余剰は,あ る1っ の活動に
中村英夫 横浜市 ・戸建低密 メッシュ内の住宅地,商 業地, よるゾーンの選好 とある1っ の
林 良嗣 緑区, 住宅地 工業地の土地利用面積を予測す ゾーン内における活動の立地競
宮本和明 港北区 ・戸建高密 る土地利用モデルである。土地 争力を同時に考慮した指標であ
(lk■メッ施) 住宅地 利用は,計 画立地,競 合立地, る。したがって,立 地余剰によ
(1981年) ・中高層 付随立地,新規用地供給地,利 って,立 地主体間の競合開係 と
住宅地 用不可能地の5種類に分類して 各主体の立地選好を同時に処理
・地区中心 いるが.特 に競合立地型の土地 することがで暫る。また.立 地
商業地 利用の配分の際に,「立地余剰」 余剰の分布には正規分布を仮定







住宅地,商 業地.工 業地のそれ 予測内容は,各 メッシュの土地
中原 宏 札幌市域 ・住宅地 それにっいて,地 価関数を作成 利用類型であり,土地利用の定








され て い る。
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表4-1従 来の関連研究 とその特徴(続 き)
研究者
(発表年)
対敦地域 活動分類 モデルの概要 特 徴
土地市場における土地利用主体 相対的ポテンシャルの定義は,
佐佐木綱 大阪市域 ・家 計 間の立地競合を,ゲ ームの理論 中村 らのモデルにおける立地余
朝倉康夫 (行政区を ・小規模 を用いてモデル化している。土 剰の定義とほぼ同 じである。モ
統合した 商 業 地市場は床の需要者と供給者で デル内では,土 地市鳩における
(1984年)4ゾ ー ン) ・大規模 構成ざれ,異 なる水準の立地ポ 需要者と供給者の間の取引過程
商 業 テンシ ャルをもっ需要者 と供給 を明示的に考磁しており,ゲ ー
・業 務 者の閥で床の取引が行われて, ムの理論を適用して需給を均衡













本章で提案す る土地利用モデルは,各 活動主体による土地区画の取引 というミク ロ
な土地利用形成の概念にも とついて構築 きれている。モデルの主要な特徴を,以 下に
まとめる。
① 都市活動間の土地取引の過程を,地 価分析を通 じて設定 したっけ値を用いてモ
デル化 し,土地利用の形成をミクロな立場か らシミュレー トする。












4-2で 述べたように,土 地利用パータンは,各 都市活動主体が都市内の土地区画
の中か ら各主体にとって最も魅力度の大きい区画を選択 し,土地市場における立地競
争を通じてその区画に立地することにより確定 さ』れる。土地利用のミクロモデルでは,
このような土地市場の最小単位 となる一区画の土地取引 とい うミクロな立地行動をで
きる限り忠実にシミュ レー トすることを試みる。以下ではまず,本 モデルの基礎 とな
る土地利用の変動メカニズムを説明する。
都市内の土地は,一 般には異なる資質をもっ多数の土地区画か ら構成 されている。
各区画には通常 は利用者がおり,既存の区画利用者 と新規の利用希望者 との問で区画
の売買や貸借などの取引が行 われて区画の利用者が変化する。そして区画の取引の結
果,都 市内の土地利用は変動する。
区画の取引の際に,立 地を希望する活動主体は,そ の区画のもっ資質 を評価 して区
画に支払ってもよい金額を定める。この金額は,4-2で 説明したっけ値である。一





各主体は都市内の土地区画の資質 を比較 し,自 己に とって最も魅力度の大きい区画へ





ある活動主体に よるっけ値の区画間での比較 という2っ の操作によって,各 土地区画
に立地する活動主体を予測することができる。
以上が本モデルの基礎 となる仮説である。次 に,表4-2の 例を用いて,以 上の仮
説にも とつ く土地利用の変動過程を具体的に説明する。表4-2で は,土 地区画を1,





















立地競争 力 を比 較す る。区画1で は現在Slが 立地 してお り,AとBの2主 体 が新 た
に立地 を希望 してい る。表4-2よ り・活動主体A・B・S1の っ け値 は ・それぞれ
10,30,20で あ るか ら,っ け値 の大小関係 は次 の ようにな る。
Bl<Bl1<Bl
したがって,っ け値の大きさか らみて区画1で は活動主体Bの 立地競争力が最も強
く,3主 体の中ではBが 立地する可能性が最も高い。活動主体Aは,区 画1の 既存立




したがって,区 画2で も活動主体Bの 立地競争力が最も強 い。活動主体Aは,既 存




を検討 す る。まず,活 動主体Aの 区画1と2に 対す るっけ値 はそれ ぞれ10.20で
あるか ら,そ の大小 関係は次 の ようにな る。
B全 くB会
したが って,活 動主体Aは 区画2へ の立地 を選好する。同様に,活 動主体Bに っい
て各区画に対するっけ値を比較すると,
Bl<B塁
したがって,活 動主体Bも 区画2へ の立地を選好する。
以上の結果か ら,区画2で は活動主体Bが 最も大 きいっけ値をっけ,し かもBは 区
画2に 対 して区画1よ りも大きなっけ値をっけているので,区 画2へ の立地を選好 し,
区画2で はBが 新たな利用者 となる。区画1で は,活 動主体Aの っけ値が既存活動主





土地利用のミクロモデルでは,4-3-1で 説明 した1区 画ごとの土地取引 とい う
ミク ロな立地行動を基礎 として,シ ミュレーシ ョンモデルを構築する。図4-2に モ
デルの全体構成を示す、モデル全体は,っ け値推計サブモデル.立 地競争サブモデル,
立地需要予測サブモデル,調 整サブモデルの4っ のサブモデルによって構成 されてい
る。
まず,っ け値推計サブモデルでは,土 地資質に関す る要因をっけ値形成要因 として
各ゾーンに含まれる土地区画に対する各活動主体のっけ値を推計する。
次に,立 地競争サブモデルでは,各 区画 ごとに各活動主体のっけ値の大小を比較 し,
その結果にも とついて各区画 における活動主体 の立地優先順位を決める。立地優先順


























値の大き さを比較 し,各区画の魅力度の順位を決定する。そして,立 地競争サブモデ
ルと立地需要予測サブモデルで決定される順位にもとついて,土地利用面積のコン ト
ロール トータルを各区画に配分 し各ゾーンの土地利用面積を決定する。






種 々の都市活動が都市内のある区画に立地 しようとする場合,各 活動主体は区画の




に立地するもの と考えれば,そ の区画の地価は,現 在区画 に立地 している活動主体の
っけ値の大 きさを表わすことになる。本研究では以上の仮定にも とついて,地 価を当
該区画に立地する活動主体によって提示 されたっけ値 と考える。
　
我が国では,地 価のデータとして表4-3に 示す5種 類 の価格が作成 ざれている。
これ らはいずれも行政庁による公的評価額であり,実際の土地区画の取引価格 とは必
ずしも一致 しない。特に,固 定資産評価額 と路線価は,固 定資産税や相続税な どの課
税を目的 として一意的に査定 ざれており,実際の取引価格 とは乖離が大 きい。これに
対 して,公 示価格 と基準地価格は選定 した標準地にっ いて共通の基準にも とついて作
成ざれており,しかも正常な取引価格 という観点から査定 ざれてお り,他の地価デ ー
タに比べ ると実勢価格に近い。また,こ のデータは実際の土地区画を単位 として作成
ざれているので,当 該区画において顕在化したっけ値 と考 えることができる。
本研究では,以 上の地価デ ータの特徴にも とついて,公 示価格 と標準地価格 を各土
地区画におけるっけ値のデータ として用いる。
対象地域内に含まれる土地区画のっけ値は,上 述の公示価格 と基準値価格をも とに
して個別に推計することも可能 と思われるが.1っ の都市内には非常に多くの区画が
存在 し,そ のすべてに対するっけ値を決定 しようとすると膨大なデータ と計算量を必
要 とする。したがって,シ ミュレーションモデルを構築す るためには,デ ータの制約
とモデルの操作性を考慮 して,っ け値の推計方法を簡略化する必要がある。ここでは,
そのために次の仮定をおく。
① 活動主体は.工 業,商 業,住 宅,農 業の4主体 を設定する。そ して,同 じ活動
主体は,ほ ぼ同様な基準にしたがって,土 地区画へのっけ値を与えるものとする。
② 各活動主体は同一のゾーンでは,ゾ ーン内の各土地区画に対 してほぼ同様のっ
け値を与える。






時価 の約3割 ぐらいといわれて いる。
地方税法 にも とついて,3年 に1回
評価 され る。
路線価 国税庁資産税課
時価の約5割 ぐらい といわれて いる。
相続,贈 与,譲 渡な どが対象 とな る。










標準地 を選 んで評価 す る。時価の約
8割 ぐらい といわれ ている。








注)参 考文献14)にも とつ いて作成 した。
た活動主体の中でも立地の行動基準は厳密には同一ではなく,ま た1っ のゾーン内で
も土地区画の資質にはいくらかの多様性があると考えるのが現実的である。そこでこ









δll・活動主体kに よるゾーン・内の区画1に 対するつけ値の纏 的変動要素





式(4-2)で は,確 率 的変蝦 素 δ砦1の分散 はゾ ーンにか かわ らず一 定 とす る.ま
た以 上の仮定 に よって,B繋1は 平均 つ け値Blの まわ りに分散 σk2で 正規分 布 する.
そして,シ ミ ・レーシ ・ンの際 ・は,N(Bl,σk2)の 正規分布 に従 う乱数 醗 生 さ
せることによって,各 土地区画に対するっけ値を推計する。
(2)平 均っけ値推計式の作成方法
(1)で述べた方法 によって各土地区画のっけ値を推計す る場合,各 ゾーンの土地区
画に対する平均っけ値 とっけ値の分散を活動別に設定する必要がある。
まず,平 均っけ値は,地 価分析を通 じてっけ値 と関係が深いと考 えられる要因(以
下ではっけ値形成要因 とよぷ)を 設定し,平 均っけ値推計式を作成することによって
推計する。
各活動主体のっけ値形成要因 としては,各 区画の土地資質,各 活動主体の属性,区
画の取引目的などを考えることができる。これ らの要因のうち.後 二者にっいてはデ
ータを得ることが困難であるため・式(4-1)の牌 的変動要素 鴫 によって考慮で
きるものと仮定する。そしてここでは,交 通利便性,周 辺の都市施設整備水準,周 辺
の環境条件な どの土地資質に関する要因を,っ け値形成要因 とする。
ところで,都 市内には建物の高層化が進んでいる地区が多 く,このような地区では,
地価の水準が高層化の進んでいない地区よりも高いことが多い。 これは,高 層化の進
んでいる地区では1っ の区画に複数の活動主体が立地 してお り,複数の活動主体の魅
力度が地価に反映されることによると考えられる。そこで本研究では,高 層化の指標
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として 「建物の階数」をつけ値形成要因 とする。そして,シ ミュレーションの際には

















































平均っけ値推計式は,以 上 のデータを用いて,図4-3の 手順に従って作成する。
まず,っ け値形成要因問の相関分析,お よびっけ値形成要因 と地価 との相関分析によ
って,地 価 との関連が高くしかも相互に独立な要因を選択する。そして地価 を被説明
変数,っ け値形成要因を説明変数 として重回帰分析を適用 し,平均っけ値推計式のパ
ラメータを推定する。
また,回 帰式の標準誤差は平均っけ値 と各区画のっけ値 との乖離 の程度を表わし,
その二乗値は先の δllの分散に相当する.そ こで本研究では・標準誤差の二乗働

















このサブモデルでは,各 区画 ごとに活動間でっけ値の大きざを比較 し,各 土地区画




その区画にはっけ値の大小関係か らみて どの活動主体が立地 しやすいかを立地優先順
位 として決定する。以下では,立 地競争における前提条件 とサブモデルの全体構成に
っいて説明する。
(1)立 地競争における前提条件
4-4-1で 述べた方法では,っ け値 を,各 活動主体に対する土地区画の資質にも
とついて設定 している。しか し,実 際の土地利用形成を考 えると,立地競争のシミュ
レー トに際しては,土 地の資質以外にも次の2っ の特徴を考慮する必要がある。
① 多 くの活動主体は,現在立地している土地区画に土地市場では回収できないよ
うな投資を行っていることが多く,ま た移転のための費用も非常に大 きいことか





















甑 第1種住専 第2種住専 住居 近隣商業 商業 準工 工業 工専 調整区域
住 宅 0 O O 0 O o ○ × O
商 業 X O O O ○ O O X 0
工 業 X X ○ ○ O 0 O O 0
農 業 x X X x X × X X X



































られるゾ ーン単位の平均っけ値 と各活動 のっけ値の分散にも とついて,正 規乱数を発
生 ざせ る。
次に,各 区画でっけ値を比較する活動主体を区画が属す る用途地域指定にも とつい
て選択 し,先に発生 させた乱数を各活動主体によるっけ値 とする。
さらに既存立地活動の場合 は,っ け値に先行立地優先値を加えたうえで,各 区画 ご




画に対す る立地需要を推計する。4-4-1で も述べ たように,っ け値は同一の活動
主体ではより良 い資質 をもっ区画ほど大 きい値になると考えられるので,本 サブモデ
ルではっけ値を区画の魅力度を表わす指標 として用いる。









1 商 業 952 1 45
2 商 業 1021 2 36
: : : : 3
500 住 宅 300 2 18
: : 3 : :
1000 工 業 150 3 15
: : ; : =
一78一
ブモデルにおいて立地優先順位の設定 された活動をつけ値 の大 きい順に並べ たもので
ある。すなわち.あ る活動主体にとって,こ の表の上位に位置する区画 ほど,他 の活
動主体 との立地競争力の面からみて立地可能性が高 く,き らに区画の魅力度の点でも
選好順位の高い区画であると言える。各活動の土地利用面積のコントロール トータル








③ ②の途中で当該活動のコン トロール トータルが不足した場合は,こ の段階では
当該区画に立地する活動を確定せず,同 一区画で2番 目以下の立地優先順位を持
っ活動の順位を繰 り上げて②の手順を続ける。
④ ①～③を活動配分順位表の最後まで行 うが,途 中でコン トロール トータルの過
不足が生じ立地する活動の確定しない区画や,立 地する区画が確定 しない活動が
生 じる場合もある。これ らの調整は,次 の4-4-4で 説明する調整サブモデル
において行 う。
4-4-4調 整サブ モデ ル
このサブ モデ ルで は,配 分 の結 果生 じた コン トロール トータル の過不 足 を調 整 し,
各 ゾ ーンの土地利 用 を確定 させ る。調整サ ブモデ ルで はコ ン トロ ール トータルの過剰
と不足 に対 して,次 の調整方法 を適用す る。
① コン トロール トータ ルが不足 の場合,用 途 が確 定 しな い区画 は未利用 地 とす る。
② コン トロール トータルが過剰 の場合,未 利 用地 の区画 を各活動 のっけ値 の大 き





















4-5土 地利用 の ミク ロモデ ルのケ ーススタデ ィ
4-5-1対 象 地域 とゾ ーニング
土地利 用 のミク ロモ デルは大 阪府 域 を対 象 として適 用す る。大阪 府 は,昭 和50年に
おいて人 口約800万人 で,大 阪市 を中心 として大阪都市 圏 の中核 を形 成 して い る。 ま
た,図3-5に 示 した土地利 用 のマク ロモデ ルにおけ るゾ ーニ ング では,大 阪府下 は
12個 のゾ ーンに分か れ る(ただ し,表3-6の うち東能勢村 と能勢 町 を除 く)。土地
利用 の ミク ロモデ ルの適用に あた っては,こ れ らの12個 の ゾー ンご とに活動 主体 別
の土 地利用面積 をコ ン トロール トータル として外 生的 に与 え る。
また本 モデ ルでは,個 々の土地 区画 を単位 とす る立 地行動 とい うミク ロな現 象を扱
うので,な るべ く小 さいゾ ー ンを単位 と してケ ースス タデ ィを行 うこ とが望 ま しい。
最小 のゾ ー ン単位 として,大 阪府 で メヅシ ュデ ータが整備 ざれ てい る500mx500皿メ
ッシ ュを考 える こ とが で きるが,大 阪府全 体 では約8000個の メ ッシ ュ数 とな り,分 析




① 平地部においては河川を第1の 束縛条件 とし,鉄道,広 域幹線道路を第2の 束
縛条件とする。






4-5-2デ ータの収集 と作成にっ いて
(1)土 地利用面積 デ ータにっいて
土地利 用面積 に関す るデ ータは,大 阪府 に よる土地利 用現 況調査 の結果 を用 い る。
土地 利用現況調 査 では,昭 和48年と昭和53年の2時 点 にっ いて,表4-7に 示す土 地
利 用面積 を500四x500皿メ ッシ ュ単 位で整 備 して い る。本 研究で は,500nx500皿メ ッシ






土 地利 用の マク ロモデルの ゾー ン





































図4-6土 地利 用の ミク ロモデ ルにおけるゾーニ ング
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また本 モデルでは,各 土地区画の用途地域指定に応 じて立地可能な活動主体を制限
するため,各 土地区画 と用途地域指定を対応づける必要がある。ここでは,各 ゾーン









商業,業 務地 商 業



















府下でこれらの価格が公示 されている地点数は,公 示価格が902地点,基 準地価格が
909地点である。
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また,公 示価格 と基準地価格には,表4-8に 示すように,各 地点め地価以外に現
況の土地利用や用途指定などの属性も記載されている11)そこでこれ らの属性をも とに
して,地 価の公 示 され て いる地 点.を現況 の土地利用 に よって,工 業地,商 業地,住 宅
地の3種 類 に分 類 し,各 活動 主体 に よって提示 された っけ値 のデ ータ とした。分類 の
結果,図4-6の8ユOゾ ーンの うち,っ け値 の得 られ たゾ ーン数 は,工 業 が90ゾ ー


























標1".地の 周 辺 の.1二地 の













































































































(3)っ け値形成要 因にっ いて
本研 究 では,平 均 っ け値推 計式 の説 明変数 として,表4-4に 示 すっけ値形成要 因
を用い る。 これ らの要因 に関す るデ ータは,表4-9に 示す500mx500mメッシ ュデ ー
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建 生活圏ゾーン単位燦 計 して作成 した.た だし・建物 の鰍 、にっいては,公 示価
格一覧表に記載 されている公示点の建物の階数を用いた。
表4-9本 研究 で用 いる500皿x500皿メ ッシ ュデ ータ




















また,っ け値 形成要 因 として用 いる種 々の アクセ シ ビ リテ ィ指 標 は,第3章 の土 地









α=交 通抵抗 パラ メータ
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表4-10に,各 ア クセシ ビ リテ ィ指 標の 内容 を示 す 。なお,ア クセ シ ビリテ ィ指
標 は,す べて の生活圏 ゾ ー ンにっ いて求 める と膨大 な計算作業 とな るため,各 ゾ ーン
が位置 す る市区町村単位 の値で代用 す ることとした。 また,市 区町村間 の時間距離 は,
　
大阪府 に よって測定 され た値 を用 いた。 さ らに,交 通 抵抗パ ラ メー タ αは,昭 和45年
のパ ーソ ン トリップ調査結果 を用 いて,第3章 と同様 に重力 モデ ルを適用 して推定 し
た。表4-11に,交 通抵 抗パラ メータの推定結 果を示 す。

















自動車 第2次 第3次 産業
従業者数 と夜間人口の和
住 宅 通 勤の

















4-6モ デ ルのキ ャリブ レーシ ョン結 果 と考察
4-6-1平 均っけ値推計式の作成
平均っけ値推計式は4-4で 説明 したように,地 価の公示点に立地する活動に応 じ
て,住 宅,商 業,工 業の3活 動に分類した地価 を被説明変数,生 活圏ゾ ーン単位の立
地条件に関する要因を説明変数 として,重 回帰分析を適用 して作成す る。まず推計に
先立って,っ け値形成要因問の相関分析,地 価 とっけ値形成要因の相関分析を行 った。






が高い。ここでは,「 入出荷のアクセシビリテ ィ」,「高速道路ICま での距離」,





表4-12で は,地価 との相関では交通条件を表わす 「商業取引のアクセシビ
リティ 」や集積条件 を表わす 「第3次 産業従業者数」 との相関が高い。また 「建
物の階数」も地価 との相関が高く,商業のっけ但は高層化 とも関係が深いことが
わかる。ここでは 「商業取引のアクセシビリテ ィ」,「最寄駅までの距離」,「第3
次産業従業者数」,「建物の階数」の4要 因を説明変数 として回帰分析を適用 し
た。標準化回帰係数の値をみると,どの要因も説明力に大きな差異はないが,高















⑤工業用水道までの距離 一〇.478 0,223一〇.429 一〇.366
⑥公共埠頭までの距離 一〇.088 0,319一〇.168 一〇.008 0,162
⑦下水道普及率 0,805一〇.583 O,5610,540一〇.333 一〇.179
⑧地価公示点の建物の階数 O,524一〇.102 0,0840,071一〇.159 O,021O,108
工業地の地価 0,762一〇.535 0,3810,363一〇,253 O,0640,6620,331







⑤第3次産業従業者数 0,525一〇.179 一〇.503 一〇.012
⑥地価公示点の建物の階数 0,419一〇.157 一〇.357 一〇.168 0,539
商業地の地価 0,425一〇。239 一〇.306 一〇,055 0,484O,544






④都心までの鉄道時間距離 一〇.659 0,662 0,473
⑤都心までの道路時間距離 ゆ,795 0,3540,5450,724
⑥下水道普及率 0,697一〇,319 一〇.513 一〇,546 一〇.638
⑦小中学校数 0,424一〇.286 一〇.265 一〇.391 一〇.420 O,453
⑧地価公示点の建物の階数 0,310一〇.196 一〇.188 一〇.288 一〇.333 O,316O,220
住宅地の地価 0,727一〇.436 一〇.511 一〇.678 一〇.715 O,680O,4010,389



















































③ 住宅 の平均 っ け値推計式
表4-12を み ると,「 都心 まで の鉄道時間距離 」,「 都心 まで の道路時間距
離」,「通勤 のアクセシ ビ リテ ィ」,「 最寄駅 までの距離 」な どの交通条件に関す
る要因 と地価 との相 関が高 い。また,生 活 施設条件 を表 わす 「下水道普及 率」も
地価 との相関 が高 い 。
ここで は,「 通 勤の アクセシ ビリテ ィ」,「 最寄駅 までの距離 」,「 下水道普
及率」,「建物の階数 」の4要 因 を説 明変数 として回帰分析 を適用 した。標準化 回
帰係数 の値 をみ る と 「通勤 のアクセシ ビ リテ ィ 」の値が大 きい。 また,「 最寄駅
まで の距離 」の標準化 回帰 係数も比較的大 きい ことか ら,通 勤の利便性 は平均っ
け値 の形成 と関連が深 いもの と考 え られ る。推計 式の決 定係数値はR2=0.645と,
良好 な結 果が得 られ てい る。
各 ゾー ンに含 まれ る区画 のっけ値 は,4-4-1で 説明 した よ うに,各 種 の不確実
性を考慮 して,ゾ ーン単位の平均つけ値に牌 的変動要素 δ騒 加えて定義 ざれる・
す なわち,上 述 の平均 っけ値推計式 とゾ ーン内の区画 のっ け値 との関係 は,次 の式



















Bk:活 動主体kに よるゾーンr内 の土地区画に対する平均っけ値
じ
δ堅1話 動主体kに よるゾーン・内の土地区画1に 対する牌 的変動要素
α≒:活 動主 体kの っけ値形 成要因iの パ ラ メータ
　
x琴:活 動 主 体kに 関 す るっ け値 形 成 要 因iの ゾ ー ンrで の値lr
4-4-・ で述べたよう・,δ智1の鍛 関数には磯 分布を仮定するが・分布形を
規定 す る分 散 σk2は ・平均っ け値推計式 の標準誤 差の二乗値 を用 いる・その値 臓
4-14に 示 す。
ゾ ーン 。内の区画1の っ け値 は,以 上の設定 にも とつ いて,N(B。k,σk2)に従 う









に得 られなか ったため,住 宅 と同 じ分散 を用いてっ け値 の設 定 を行 うこととした。
4-6-2先 行立地優先値の推定
4-4-2で 説明 したように,シ ュミレーシ ョンで用いるっけ値は,既 存立地主体
の場合,式(4-1)で得 られる区画単位のつけ値に先行立地優先値Bkを 加えたもの
として定義きれる。先行立地優先値は,土 地利用の ミクロモデルの適用 によって得 ら
れる昭和53年 の土地利用面積の予測値が実績値に最も近 い値をとるように,感 度分
析によって決定 した。
感度分析では,土 地利用面積の予測値の実績値への適合度を次の式(4-6)のRM







R:ゾ ー ン数(こ こで は810)
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そして・着目する活動ki以 外の活動の先行立地優先値の大きさを一定値(こ こで
は・～ ・・万円/・2の間で6醐 設定した)と し話 動kiの 先行立畷 先値のみを
0,2,4,6万 円ん2… ・ と順次変化 させたときのRMS誤 差の変化を検討した。
分析結果を,図4-7(1)～(4)に示す。図4-7に よると,商業以外の活動では,
先行立地優先値 を与 えることによってRMS誤 差は急激に小 さくなっている。特に工
業と住宅では,先 行立地優先値が.そ れぞれ5万 円/m2と6万円/皿2付近を境にして,
先行立地優先値を大き くしてもRMS誤 差の改善はみ られない。農業は,先行立地優
先値が4万 円/m2付近でRMS誤 差が極小値 となり,それ以後先行立地優先値の増加
にともなってRMS誤 差が増加した後,再 び減少に転 じている。商業は,先 行立地優
先値を増加 させても,RMS誤 差の減少は緩やかである。そして他の活動のように,
RMS誤差が極小 となるような先行立地優先値は存在しない。
ここでは,以 上の分析結果にもとついて,工 業,住 宅,農 業の3活 動にっいては,
RMS誤 差が極小 となる先行立地優先値 を採用 した。商業の先行立地優先値にっいて
は,他 の3活 動の先行立地優先値の大きさを考慮 して6万 円/許 とした。表4-15
に,各活動の先行立地優先値を示す。
4-4-2で 述べたように,先 行立地優先値は各活動主体が現在立地 している区画
での存続立地に対する選好の程度を表わす指標 と考えられる。したがって表4-15
の結果によれば,存 続立地に対する選好は商業 と住宅が最も大 きく,農業は他 の活動
に比べ るとあまり大き くない。これは,農 業は農地 として現在利用 している土地に対








































(1)工 業 (2)商 業









































(3)住 宅 (4)農 業
図4-7先 行立地優先値 とRMS誤 差 との関係(続 き)
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4-7モ デルの予測精度の検証結果 と考察
以上の結果 と前提条件にも とついて土地利用のミク ロモデルを大阪府域に適用 し,
昭和53年の各ゾーンの土地利用面積 を予測 して,モ デルの予測精度を検証 した。予測
精度の検討は,住 宅地,商 業地,工 業地,農 業地のそれぞれ にっいて昭和53年の土地
利用面積 と昭和48年～53年の土地利用面積変化の二点に着 目して行った。表4-16






をみる と,実績値で大 きく増加または減少 したゾーンにっいて,変 動量 をかなり




























工 業 地 0,930 O,299
商 業 地 0,881 0,388
住 宅 地 0,972 O,741
農 地 0,975 0,318
動のように実績値 と予測値が大きく異なるゾーンはほ とん どみ られない。
④ 農 業
図4-9(4)をみると,農業地は昭和48年～53年の予測期間中に土地利用面積
が実績値で増加 したゾーンが存在する。 これ らのゾーンは,主 として大阪府の周





以上の結果か ら,各活動 とも土地利用面積の変動傾向は,ほ ぼ良好に とらえている
といえる。しか し,工業地 と商業地の土地利用面積の変化 に対す る予測精度はあま り
良好ではない。これは工業地 と商業地では,住 宅地や農業地に比べて土地利用面積の
変動量が小 さいゾーンが多いこと,同 一の活動 の中でも業種によって立地行動が多様
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本章では,土 地利用の形成を個 々の土地区画における土地取引に着 目してモデル化
し,将来の土地利用を土地面積ベ ースで予測するモデルを構築 した。また,大 阪府域
を対象 としたケーススタディを行 い,モ デルの有効性を検討 した。以下 では,本 章 で
構築 した土地利用のミクロモデルによって可能 となった事項,ケ ーススタデ ィによっ
て得 られた成果,今 後の検討課題のそれぞれにっいてまとめる。
まず,本 研究で開発 した土地利用のミク ロモデルによって,以 下の諸点を可能 とす
ることができた。




② っけ値は,活動別の地価分析を通 じて設定 した平均っけ値推計式によって推計
したが,そ の際に各土地区画の資質に関する多様 な要因を考慮 している。
③ シミュレーションの際には,土地区画を単位 とする土地取引の過程をできるだ
け忠実にモデル化するため,擬 似的に土地区画を設定 し,正規乱数を用 いたモン






次に,大 阪府域を対象 として行ったケーススタデ ィによる成果をま とめる。
① 各活動主体の平均っけ値推計式は,地 価分析によって作成 した。推計式の説明
変数としては,交通条件.集 積条件.施 設条件などに関する要因を設定 し,そ の




す指標 と考えられる。ケーススタデ ィでは,土 地利用面積の予測値のRMS誤 差
を検討 しなが ら感度分析によって先行立地優先値 の値を求めた。その結果,RM
S誤差が最小 となる先行立地優先値の大 きさは,工業が5万 円/置2,住宅が6万
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円/皿2,農業が4万 円ん2で あることが明 らかになった。このことは,存 続立地へ
の選好が.一 般に住宅,工 業,農 業の順に強いことを表わす。また,商 業にっい
ては,先 行立地優先値の値を大きくするにっれてRMS誤 差は減少したが極小と
なる点は見出せなかった。
③ モデルの予測精度を検討した結果,住 宅地にっいては良好な結果が得 られ,本
モデルの有効性が示 された。また,農 業地に対 してもほぼ良好な予測精度が得 ら
れた。しかし,工業地 と商業地では,土 地利用面積の変化に対する予測精度は必
ず しも高 くなかった。しか し.予測値と実績値の散布図による検討を行ったとこ
ろ,実績値で土地利用面積が大きく変動している特異なゾーンを除けば,土地利
用面積の増減傾向はほぼ良好に予測されていた。
最後に,ケ ーススタデ ィの結果をふまえて今後の検討課題 と考えられる事項をま と
める。
① モデルの適用にあたっては,デ ータの制約か ら,工業,商 業,住 宅,農 業 とい
うかなり粗い活動分類を採用した。しか し,工業にっいては大工場 と中小の零細




② ケーススタディでは,大 阪府全域を対象 として土地利用の予測を行った。しか
し,本モデルは本来,土 地区画を単位 とするミクロな予測モデルであり,対象地
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本章 で は,第3章 と第4章 で構 築 した土地利用 のマ ク ロモデル とミク ロモデ ルをシ
ミュ レーシ ョン分 析 に適 用 し,各 種 のプ ロジ ェク トの実施 効果 を予測 す る実用 的土 地
利用 モデ ル として の有 効性 を検討 す る。以下で は2種 類の分析 を行 う。
1っは,都 市圏 全域 での交通条 件 の変 化 に関 す るシ ミュ レーシ ョン分 析で ある。 こ
こで は,都 市圏 内で すべて の交通機 関の速度 が一定 の割合 で上昇 または低下 す る とい
う仮想 的 な政 策 シナ リオを設定 し,シ ミュ レーシ ョン分析 を通 じて交通 条件の変化 と
土地利用 との関 係に っ いて一 般的 な特徴 を考察 す る。 この分析 は,英 国 の王立 交通研
尭所(エransportand璽oad旦esearchLaboratory,以下 で はTRRLと略す)を 中心 とす
る土地利用 一交通 モデ ルの国際研究グ ル ープ(InternationalStudyGrouponLand-
D,2)
玉seなransportユnteraction,以下 で はIS〔LUTIと略す)に よる共同研究 の一部 として
1テわれ たもので ある。本 章で は,ISGLUTIの研究活動 にっいても簡単 に紹介す る。
ま た,他 の1っ の シ ミュ レーシ ョン分 析で は,大 阪都市 圏で実 際に計画 され てい る
プロジ ェク トとして関西 国際空港 建設 に ともな う大阪府 泉州地域 の交通網整 備 を とり
あげ,泉 州地域の交通網整備が都市圏内の土地利用に及ぼすインパク トを分析する碧
以下 まず5-2で は,モ デ ルをシ ミュ レーシ ョン分析 に適用す る際の前提条 件 を述
べる。次 に5-3と5-4で は,都 市 圏全域 での交通条 件 の変化 と泉州地域 の交通網
整備 のそれ ぞれ にっい て,シ ミュ レーシ ョン分析 の結 果 を まとめ,考 察 す る。最後 に
5-5で は,本 章で得 られた研究成果 を まとめ る とともに,今 後 の課題を述べ る。
5-2シ ミュ レーシ ョン分析 の前 提条件
4)曜6)
5-2-1土 地利用のマクロモデルとミクロモデルの関連
第3章 で構築 した土地利用のマクロモデルは,都 市圏内の人口と従業者数の分布 を
≧,3の市区町村で構成 ざれる比較的大 きなゾ ーン(以下では中ゾーンとよぶ)単 位
さ予測す るモデルである。モデルを予測に適用する際には,都 市圏全体の人口と各業
重の従業者数をコントロール トータルとして外生的に与える。一方,第4章 で構築 し
ヒ土地利用のミクロモデルは,各 中ゾーンの活動別土地利用面積 をコン トロール トー
凱ル として,中 ゾーンに含まれる日常生活圏程度の小さなゾーン(以 下では生活圏ゾ
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一ン とよぷ)単 位 の土地 利用 を予測 す る。
以 上の よ うに,土 地利用 の マク ロモデ ルにお け るゾ ーニ ング とミク ロモデ ル におけ
るゾ ーニング は,「 中 ゾーン → 生 活圏 ゾー ン 」とい う階 層的 な関係 に ある。 そこで
本研 究で は,シ ミュ レーシ ョン分析 を行 な う際 に両者 を統 合 し,図5-1に 示 す1っ
の土地利 用 モデ ル として適用 す る。 また以下 で は,図5-1の 土地 利用 モデ ル を 「階
層的土地利 用モデル(世erarchical圭and丑se塾odeL以下で はHILUMと略 す)」とよぶ。
HILUHは,予測 時点 の コン トロール トータ ル として外生 的 に与 え られ る都市 圏全体
の人 口 と従業者 数を,生 活 圏ゾ ー ンの土地 利用 にまで ブ レークダ ウン して ゆ く階層 的
な土地利用 モデ ルで ある。 ところで,HILUMに含 まれ る土地利用 の マク ロモ デル と ミ
クロモデルで は,推 計 の対象 とす る土地利 用の指標 が異 なる 。そ こで,土 地利 用の マ
クロモデルに よる人 口 と従業者 数 の予測 結果 は,土 地 面積原 単位 に よって土地利用 面
積に変換 し,コ ン トロール トータル として土地利用 の ミク ロモデルに入力す る。
5-2-2モ デルの動学 的適用 にっ いて
第2章 で考察 した よ うに,土 地利用 モデ ルは経年的 な土 地利用予 測の可 能性 とい う
点に着 目すれ ば,動 学的 モデル(dyna皿ic孤odel),擬似動学 的 モデ ル(quasi-dyna皿ic
mdel),静学的 モデ ル(staticmdel)の3種類 に大 別す るこ とがで きる。 ところで,
実際 の都 市 ・地域計画 は20年 程度 の期 間 を対 象 とす るこ とが多 く,こ の間の土地 利
用の変化 を予測す る際 には,モ デル 中の主 要 な変 数 の時間的変化 を内生 化 した動学 的
モデ ルの適 用が望 ま しい。 しか し,完 全 な動学 的モ デルを 開発 す るため には,デ ータ
の利 用可能性,モ デ ル構造 の複雑 化,モ デ ル開発 の費用 な どの点 で問題 も多 い。 した
がって,従 来の ほ とん どの土地利 用 モデ ル は,一 定の仮定 のも とで モデ ルを動 学的 に
適用す る擬似動学 的モデ ルある。
本 章で適 用す るHILUMは,モデル中 の変 数や パラ メータ の時 間的変 化が 内生化 ざれ
た動 学的 モデルで はない。 そ こで,長 期 予測 の際に は,図5-2に 示 す よ うに モデ ル
を擬 似動学 的モデル として 時間軸 に沿 って繰 り返 し的(recursive)に適 用 し,目 標 時
点 の予測値 を求 める。 図5-2で は,モ デ ルを適 用 す る各 時点 ご とに,都 市圏 全体 の
人 口 と従 業者数 の コン トロール トータル,交 通網 や都市施 設 の整 備水準 な どを外生情
報 として モデルに入力 す る。 また,前 時点 におけ る土地利 用 の予 測結果 も,各 予測 期
間の期首 の土地利用 に関す るデ ータ として モデ ルに入 力す る。
き らに,HILUMを長期予測 に適用 す る際 には,以 下 の前提 をお く。
① 土地利用 のマク ロモデル とミク ロモデ ルは,キ ャ リブ レーシ ョンの際 に,5年




































t-1時 点t時 点t十1時 点




t-1時 点 の都市圏 全体の
業種別従業者数,人 口
(土地利用 のマクロモデルの











t+1時 点 の都市囹 全体 の
業種別従業 者数,人 ロ
(土地利用 のマク ロモデ ルの
コン トロール トータル)
↓ 響 1









t十1時 点 の中ゾ ーン別















t-1時 点の 申ソ ーン別
活動別土地利用面 積






t+1時 点 の中ゾー ン別
活動別土地利用面積














間軸に沿 って繰 り返 し的に適用する場合,各 時点の間隔は5年 とする。
② 予測期間中を通 じて,モ デルの構造やモデル中のパラメータは不変 とする。こ
のことは,キ ャリブ レーション時点における都市活動の立地 メカニズムや土地利







中ゾー ンNo 住 宅 商 業 工 業
1 42.2 8.0 81.0
2 35.3 13.9 70.7
3 71.1 24.7 215.O
4 73.1 20.8 125.1
5 129.7 34.5 66.4
6 91.7 24.2 176.5
7 129.0 27.6 116.8
8 50.8 11.8 79.3
9 48.3 14.4 122.0
10 61.8 15.6 143.3
11 63.O 29.4 125.2
12 63.9 15.6 163.1
注)昭 和48年のデータにも とつ いて算 出した。
単位 は ♂/人。
5-3都 市圏全域における交通条件の変化に関するインパク ト分析
5-3-1土 地利用 モデ ルの国際共 同研 究プ ロジ ェク トとの関連
本節 のシ ミュ レーシ ョン分析 は,土 地利用モデ ルの国際研究 グル ープISGLUTIによ
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Rapkin9)らによってその重要性が指摘 されて以来,数 多くの研究が行われている。 ま
た,過 去の研究成果をふまえて,土 地利用モデル と交通モデルを統合した土地利用一
交通モデルを構築する試みも世界各地で行 われている。しかし,こ れまでの研究者 の
努力 にもかかわ らず,土 地利用 と交通の相互依存関係に関する研究は,交 通需要予測
などの都市 ・地域計画の他の分野での研究に比べ ると,必 ずしも十分な成果をあげて
いるとはいえない。1っ の原因として,交 通網整備や運賃の変化など,交 通サービス
の変化にともな う土地利用の変動が長期にわたるため.土 地利用を変動 させ る他の要
因と複合 して,交 通サービスの変化を単独の要因 として厳密に分析することが難 しい
ということがあげ られ る。また分析作業面でも,土 地利用 の変化 を追跡するためには
長期間のデータを必要 とすることか ら,デ ータの利用可能性や研究費用の面で困難が
生 じる。




の2点 を主要 な研究 目的 としてい る。
① 交通政策 と土地利用政策 の実施効果 を十分 に評価す るために,土 地利 用 と交通
の相互作用 に関する長期的効果 を分析 する。
② 土地 利用か ら交通,交 通 か ら土地利用 とい う両方向 の関係 をモデル化 す る手法
を,既 存 の分析手法 を改良 す る とい う観点 か ら検討す る。
そ して,以 上 の研究 目的を達成 す るために,表5-2の5種 類 の研究 プ ロジ ェク ト
が計 画 され た。現在,ISGI』TIにはTRRLを含 めて23の 研究機 関が参 加 してお り,こ
の申で表5-3に 示 す9の 研究 グ ループが,各 自の土 地利用 モデ ルを用 いて共 同研 究
を行 って いる。 また現在 までに,表5-2の 研究 プ ロジ ェク トの うち,プ ロジ ェク ト
2ま でがほぼ終 了 して お り.一 部 の メンバーに よってプ ロジ ェク ト3の 検 討が行 われ
てい る。
本節 では,ISGLUTIによって提案 され た表5-2の 研究 プ ロジ ェク トの うち,プ ロ
ジ ェク ト2の 政策 テス トに関す るシ ミュ レーシ ョン分 析 の結果 にっいて解 説す る。
ISGLUTIでは,プ ロジ ェク ト2の ための政策テ ス ト項 目 として表5-4に 示 す44
エけ
の内容 を設 定 してい る。表5-4は,土 地利 用 一交 通 モデ ル に対 して考 え うるほぼ す
べての政策テ ス トの内容 を含 んで お り.筆 者 らは,表5-4の テ ス ト項 目の うちOを
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表5-21SGLUTIに よる研究プ ロジ ェク トの概 要
研究プロジェク ト 研究の概要
各モデル作成者に,各 自の土地利用モデルの形式,
【プ ロジ ェク ト1】 モデルへ の入力 デ ータ,モ デルか らの 出力情報 な
モデル化手法の概観 どに関す るアンケー ト調査を行 う。そ して アンケ
一 ト調査結果 を比較す る ことに より,各 モデ ルの
適用対象や長所,短 所などを明らかにする。
各土地利用モデルの種々の政策に対する感度を分
【プ ロジ ェク ト2】 析 し,モデルの違いによる予測結果の差異を比較




各土地利用 モデルを,異 なるデ ータセ ッ ト(す な
【プ[1ジェク ト3】 わ ち異 なる対象地 域)に 対 して適用す る。そ して,
土地利用モデルと モデルの形式や都市のタイプによる予測結果の差
デ ータセ ッ トの交換 異を比較 し,各モデルの有効性や都市のタイプ と
土地利用モデルの適用性 との関係を考察する。
【プ ロジ ェク ト4】 土地利用 と交通の相互作用に関連する種々の内容
土地利用 と交通の にっいて,従 来 の研究 の レビューを行 う。 レビュ
相互作用に関する 一の対象 として は ,自家用車 保有率や トリップ行
研 究の レビュー 動 とCBDからの距離 の関連,通 勤 トリップ,非 集
計行動モデルに関する研究などがあげられる。
鉄道や高速道路などの大規模な交通投資による効






表5-31SGLUTIの 主要 な研究 メ ンバ ー と土地利 用モデ ル
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テ ス ト 内 容 HILUMの
適用項 目
一
*1べ 一スラ ン。 「政策 が何も行 われ ない」予測 。基準年(0),

































































































30 交通投資が行われず,自 動車の保有率が現状のトレン ドのまま
で推移する。
31 交通投資が行われず,自 動車の保有率が現状のトレン ドの2%
増で推移する。
32 交通投資が行われず,自 動車の保有率が現状のトレン ドの2%
減で推移する。




35 最初の10年間に公共交通への助成金をゼロに減 らし,そ の後も
助成を行わない。

























注)* プロジェクト2で重要テス ト項 目とされている項目。
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付 した9項 目にっ いてHILUMを適用 してい る?
5-3-2イ ンパ ク ト分析 にお ける政策 シナ リオの設定
本節 で行 うシ ミュ レーシ ョン分析 は,表5-4の うち,項 目25と26を 拡 張 した
もので ある。表5-5に,分 析 の対 象 とす る政策 テス トの内容 を示す 。
表5-5本 研究で分析対象 とするテスト項目
＼ テス ト内容 表5-4の テス ト項 目 との対応
ペ ースラ ン。昭和43年～昭和48年の都市圏全体 で
テ ス ト1 の従業者数と人口の成長率が将来も続 くと仮定 し 項 目1と 同 じ
て,昭 和68年の土地利用 を予測す る。 この際,予
測期間中には交通網整備な どの政策は何も行われ
な いもの と仮定 す る。
テス ト1に加えて,予 測期間中に都市圏全域です
テ ス ト2 べての交通機関の速度が10%,20%,30%の3通 項目25を 拡張
りに上昇する場合の土地利用を予測する。
テス ト1に加えて,予 測期間中に都市圏全域です
テ ス ト3 べての交通機関の速度が10%,20%,30%の3通 項目26を 拡張
りに低下する場合の土地利用を予測する。
まず,テ ス ト1で は,都 市 圏全体 の人 口 と従 業者数 が現在 の トレン ドで推移 す る場
合の20年 後 の土地利 用 を予測 す る。これは,表5-4に おける,項 目1の ベ ースラ
ン と同一の内容 である。ベ ースラ ンは,種 々の政策 に関す る分析結果 を考察す る際 に,
比較 の基準 として用 いる。
次 に,テ ス ト2と テ ス ト3は,都 市圏 全体 の交通 条件 の変 化に関す る政策 で ある。
これ ら2っ のテ ス ト項 目は正反対 の内容 となって お り,両 者 の結果 を比 較す る ことに
よって,交 通 条件 の変化 と土地利用 との関連 を詳 細に検 討す るこ とがで きる。さ らに,
本研究 で は,ISGLUTIによるテス ト内容を拡張 し,交 通機関 の速度 を10%,20%,
30%の3通 りに上昇 または低下 ざせ た場 合の土地利用 の変化 を分析す る。
また以上 のシ ミユ レーシ ョン分析 では,予 測 の目標年次 を20年 後 としてい る。5
-2で 述べ た よ うに ,HILUMは5年間隔で将 来の土地利 用を予測す る。 したが って,
上述 のシ ミュ レーシ ョンを行 う際には,モ デ ルを20年 後 の予測年次 まで4回 繰 り返
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し適用して土地利用の予測値を求める。
5-3-3土 地利 用の マク ロモデルの適用結果 と考察
以上 の政策 シナ リオのも とで,土 地利 用 のマ クロモデ ルを適用 し.都 市 圏 内の従 業
者数 と人 口の分布 を予測 した。以下 では,ま ず分析結 果 の考察方法 にっ いて述 べ,次
に表5-5の 各テ ス ト項 目に対 す るシ ミ ュ レーシ ョン分析 の結果 と考 察 をま とめ る。
(1)土 地利用 のマク ロモデ ルによる予測 結果 の考察 方法
土 地利用 のマ クロモデルは,大 阪都市圏 内の39中 ゾー ンを対 象 として,人 口 と
12業 種 の従業者数 を予測す る。予測結 果 を詳細 に考察 す るため には,各 ゾ ーン ご と
に予 測結果 を検 討す る ことが望 ま しいが.分 析作業 が膨大 となって しま う。そ こで,
本分 析では,ISGi』TIによって提案 ざれ て いる都 市活動 とゾ ー ンの集計方 法 にも とつ
いて,分 析結果 を次の よ うに集計 した うえで考察 を行 うこ ととした。
① 都市活動 の集計 にっいて
ISGLUTIでは,都 市活 動 を 「非 サー ビス業(Non-Service)」,「非 小売 サ ービス
業(Non-RetailService)」,「小売サ ービス業(RetailService)」,「人 口(Popula-
tion)」の4種 類 に集計 して分析 結果 の比較 を行 うことを提 案 してい る。本分析
で は,ISGLUTIによる分類 基準に従 って,土 地利用 のマク ロモデルにお ける業 種
を表5-6の よ うに再集計 して考 察 を行 うこととした。
② ゾ ーンの集計 にっ いて
ISGLUTIではゾ ーンにっいても,「都心(⊆entra1ムrea,CA)」,「近郊qnner§ub-
urbs,IS)」,「郊外Quter脚burbs,OS)」とい う3っ の地域へ の集計 を提案 して
いる。そ して各地 域に おけ るインパク トの差異 を比較す るために ,次 の式(5-
1)の 指標 が提案 されて いる。
撫),一(鑑)、x100(%) (5-1)
ここに,
X:土 地利用 の予測値(た とえば,人 口,従 業者数 な ど)
a3都 心(CA),近郊(IS),郊外(OS)のいずれ かの値で ある ことを表 わす
ct:対象 地域全域(す なわ ち(CA+IS+OS))の値 で あるこ とを表 わす
p3政 策テ ス ト項 目
b3ベ ースラ ンに よる結果 であ るこ とを表わす
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表5-61SGLUTIに よる業種分類 と
土地 利用 のマク ロモデル との対応
ISGLUTIによる業種分類 土地利用のマクロモデル
における業種分類
非 サ ー ビス業
(Non-Service)
1 木製品









11 出版 ・印刷 ・その他
12 工業非現業部門
1 建設業












本分析 では,各 ゾ ーンの予測結果 を大阪都 市圏の地 図上 に表示 して考 察す るほか.
上述 の集計方 法 にも とつ く考 察も行 う。 この際,都 心,近 郊,郊 外 の3っ の地域へ の
分類 は,昭 和48年にお ける各 ゾ ーンの工業従 業者数,業 務 ・商業従業者 数,人 口の3
っの指標 を用 い たクラ スター分析 に よって行 っ た。図5-3に,ク ラス ター分析 に よ
って得 られ たデ ン ドログラ ムを示 す 。そ して,こ の結果 にも とつ いて,大 阪市 に該 当
す る2ゾ ーンを都心地 域,大 阪市周辺 の15ゾ ーンを近郊 地域,近 郊地 域 の外側 に位





















































































































































































図5-3昭 和48年の従 業者数,人 口に よる







(2)ベ ースラ ンに よる従業者数,人 口の予測結果 と考察
まず,表5-5の テ ス ト項 目の うち,テ ス ト1の ベ ースラ ンにも とつ いて都 市圏 内
の従業 者数 と人 口の分 布 を予 測 した。図5-5に,べ 一スラ ンに よる予測結果 を,シ
ミュ レーシ ョン分 析期間 の期 首(昭和48年)と期末(昭和68年)の差 として示 す。図中 の
白い○印 は昭和48年に比べ て従業者 数,人 口が増加 したゾ ーン,黒 い○印 のゾ ーンは
従業 者数,人 口が減少 したゾ ー ンを表 わす 。以下 に,予 測結果 に対す る考察 を ま とめ
る。
① 図5-5(1)の 非サ ー ビス業 は,大 阪市,神 戸市,京 都市 な どの都心 部や大阪
湾 岸 の工業地 帯のゾ ーンを中心 として,昭 和48年よりも従 業者数 が減少 して いる。
大 阪都市圏 内の非サ ービス業 は年 々減少傾向 にあ り,ベ ースラ ンでも非 サ ービス
業従業者数 の コン トロール トータ ルを減少傾 向で与 えたため,非 サ ービス業の集
積 が大 きいゾー ンを中心 として従業 者数 の減少が予測 きれたもの と思われ る。
② 図5-5(2)を み る と,非 小 売サ ービス業 は,大 阪市 、神 戸市,京 都市の都心
部 では従業者数 が減少 しているが,他 のゾ ーンで は昭和48年よりも従業者数 が増
加 して いる。非 小売サ ー ビス業 の従業者数 は大 阪都市圏全体 では増加傾向に ある
が,大 都市 の都心 部ゾ ーンで は非小売 サ ービス業 のサ ービス対象 となる従業者 数
や人 ロが減少 して いるため,従 業者数 の減少が予測 きれたもの と考 えられ る。
③ 図5-5(3)の 小売サ ービス業 は,大 阪市 周辺のゾ ーンでは人 口 と従業者数 の
増 加 を反映 して,従 業者数 の伸 びが著 しい。 また,大 阪市北半部 のゾーンでは従
業者数 が増加 してい るのに対 し,大 阪市 南半 部のゾ ーンで は従業者数が減少 して
い る。図5-5(4)の 人 口の予測結果 をみ ると,大 阪市北半部 のゾーンでは人 口
が増加 してお り,小 売 サ ービス業 のサ ービス対象 とな る人 口が増加 した結果,従
業者数 が増加 したもの と考 え られる。
④ 図5-5(4)で は,大 阪市,神 戸市,京 都市 とその周辺 のい くっかのゾ ーンで
人 口の減少が予測 されて いる。第3章 の図3-8で 示 したよ うに,昭 和43年～ 昭
和53年には,大 阪市,神 戸市,京 都市 の都心部 ゾ ーンのみで人 口減少がみ られ た。
しか し,シ ミュ レーシ ョン分析 の期間 申に都 心部周辺 のゾ ーンで も従業者数 と人
口が増加 した ことによって,式(3-15)中 の過密 の指標 が入 口増加に対す るマ
イナ スの要 因 として強 く影響 す るよ うになったもの と思われ る。
次 に,図5-6に,都 心(CA),近郊(IS).郊外(OS)の各地域 にっ いて,昭 和68年の
予測 値 の昭和48年の実績 値 に対 す る変動 率を示す 。変 動率 は,式(5-1)に も とつ い
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X3土 地利用 の予 測値(た とえば,人 口,従 業者数 な ど)
a:都 心(CA),近郊(IS),郊外(OS)のいずれか の値 であ ることを表 わす
ct:対象地 域全域(す な わち(CA+IS+OS))の値で ある ことを表わす



















(3)交 通条件の変化に ともなう従業者数,人 口の予測結果 と考察
次 に,予 測期間中に都市圏内の交通条件が変化した場合にっいて,各 ゾーンの従業
者数 と人口を予測する。表5-5に 示 したように,交 通条件の変化 としては,都 市圏
全域ですべての交通機関の速度が10%,20%,30%の3通 りに上昇または低下
する場合 を考える。そして,分 析結果をべ一スランの予測結果 と比較す ることによっ
て,交 通条件の変化が都市圏内の従業者数 と人口の分布に及ぼす影響を分析する。
シ ミュレーション分析の結果,各 活動 ともにほぼ同様の予測結果が得 られたので,
以下では人口に関する分析結果を説明する。図5-7～8に,各 中ゾーンの人 口の予
測結果 とベースランによる人口の予測結果 との差 を示す。また図5-9に,都 心,近
郊,郊 外の3っ の地域にっいて,式(5-1)で求めた変動率を示す。以下に,各 図に
対する考察をまとめる。







② 図5-7～8で は,交通機関の速度変化が+10%,+20%,+30%の 各




くなる。しかし.図5-7～8に 示 されるように,人 口の増減傾向が異なるゾー
ンの分布は速度の変化にかかわらずほぼ一定である。
③ 図5-9は,式(5-1)の 指標を用いて,都 心,近 郊,郊 外の各地域別に,交
通機関の速度変化 と人口の変動率 との関係を示 したものである。図5-9(1)に
よると,交通機関の速度が上昇する場合は,郊 外のみでベースランよりも人口が
増加しており,都心 と近郊の2地 域ではベースランよりも人口が減少 している。
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(1)交 通機関の速度が10%上 昇 した場合(2)交 通機関の速度が20%上 昇 した場合
凡 例 凡 例
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(2)交 通機関の速度が20%低 下 した場合
凡 例
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(2)交 通機関の速度が低下する場合
図5-9都 市圏内の各地域における人口変動の比較
交通機関 の速 度が低下 する場 合は,速 度 が上昇 す る場合 とは逆 の増減傾 向 とな っ
てお り,増 減 率 の大 きさもほぼ正反対で あ る。 また,図5-9(1),(2)と もに,
交通機 関 の速度 が10%,20%,30%と 上昇 または低下 す るこ とに よって,
都心,近 郊,郊 外 の3地 域 におけ る人 口の変動率 は,ほ ぼ直線的 に変化 して い る。
5-3-4土 地利用のミクロモデルの適用結果と考察
ここでは,表5-5の 各政策テス ト項 目に対する土地利用のミクロモデルの適用結
果を説明す る。土地利用のミク[1モデルでは工業地,商 業地,住 宅地,農 業地の4種
類の土地利用面積を予測するが.以 下では住宅地面積に関する予測結果 を述べ る。ま
た,表5-5の テス ト項目の うち,交 通機関の速度が20%お よび30%上 昇または
低下する場合の分析結果を とりあげる。
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図5-10～13に,各 政策 テ ス ト項 目に関 す る予 測結果 とベ ースラ ンに よ る予測
結果 との差 を示 す 。図5-10～11は,交 通 機関 の速度 が20%お よび30%上 昇
した場合 の住宅地面 積 の変動 状況 を表 わ して いる。図5-12～13は,交 通機 関 の
速度 が20%お よび30%低 下 した場合 の予測結 果で ある。各図 では,住 宅地 面積が
ベ ースラ ンよ りも増加 したゾ ーン と減少 したゾーンを区別 して予測結果 を示 してい る。
以下 に,分 析結果 に対 す る考察 をま とめ る。
① 図5-10～11と 図5-12～13を 比較す ると,交 通機 関 の速度 が上昇す
る場合 と速度が低下 す る場合 の予測結 果は,ほ ぼ正 反対 とな って い る。そ して,
土地利 用のマク ロモデ ル と同様に,交 通機 関の速度 が上昇す る場 合 は郊外 部で の
立地 が促進 され,速 度 が低 下す る場合 は都心 とその周辺部 での立地が促進 されて
いる。
② 交通 機関 の速度 の変化 を大 き くす るこ とに より,各 ゾー ンの住宅地面 積 の変動
量 は大 き くなる。 しか し,図5-10と 図5-11,図5-12と 図5-13の
それぞれ を比較す る と,住 宅地面積 の増 減 の分布 パタ ーンはあ ま り変化 して いな
いo
③ 同一の中ゾーンでも各生活圏ゾーンの住宅地面積の変動は多様であり,土地利









本節では,大 阪都市圏土地利用モデルを実際のプ ロジェク ト計画のインパク ト分析
に適用する。ここでは,プ ロジェク ト計画 として,関 西国際空港建設に ともなう大阪
府泉州地域の交通網整備計画をとりあげる。
関西国際空港は,大 阪府の泉州沖5kmの海上に24時 間運用の国際空港を建設する
プロジェク トである。大阪府の泉州地域 では,空 港建設 と並行して空港へのアクセス












































(1)住 宅地面積 が増 加 したゾ ーン(2)住 宅 地面積が減少 したゾーン




































































以下では,イ ンパク ト分析に先立って,分 析の対象 とする交通網整備計画の代替案
を設定するとともに,分析の前提条件をまとめる。
(1)交 通網整備計画の代替案
関西国際空港へのアクセス交通手段 としては,鉄 道,道 路,船 舶などにっいて,い
くっかの路線が計画 されている。本分析では鉄道 と道路にっいて複数の整備計画路線
をとりあげ,各 路線を組合せ ることによって,分 析の対象 とする代替案を設定した。
まず,鉄 道にっいては,表5-7と 図5-14に 示す 「大阪外環状線」 と 「阪和線
の新大阪駅への直通化」の2っ の整備計画路線を考 える。次に,道 路にっいては,表
5-8と 図5-15に 示す 「大阪湾岸道路」,「 泉州山手線」,「近畿 自動車道和歌
山線」の3っ の整備計画路線を考えることとした。
そして以上の路線を組合せ ることによって,表5-9の 代替案を設定 した。表5-
9のうち,代 替案Aは 交通網整備が何も行われない案である。代替案BとCで は,鉄
道または道路が整備 される。さらに,代 替案Dで は鉄道 と道路が整備 される。インパ




① インパク ト分析では,交 通網の整備はゾーン間時間距離の変化を通じて都市圏




測期間の期首 として20年 後の昭和68年の土地利用を予測する。そして,こ の間
の従業者数 と人 口のコン トロール トータルは,昭和43年～48年の トレンドが昭和
68年までそのまま続 くものと仮定 して外生的に与える。
③ 各代替案は,昭和48年～53年の最初の5年 間に実施 さ』れるもの と仮定する。
④ 各代替案によるインパク トの比較は,交 通網整備を行わない代替案Aに よる予
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RA-1 RA-2 RO-1 RO-2 RO-3
A 整備なし
B 鉄道整備 0 0
C 道路整備 0 ○ ○
D 鉄道 ・道路整備 O 0 O ○ 0
注)O・ … ・ 整備対象路線。
差 にも とついて行 う。 また,予 測結果 は,本 章第3節 の表5-6に も とついて,
「非 サー ビス業 」,「非小売サ ー ビス業 」,「小売サ ー ビス業」,「人 口」 の4種 類 に
集計 した うえで考察 す る。
5-4-3土 地利用のマクロモデルの適用結果 と考察
(1)交 通網整備によるゾーン間時間距離の変化
ここでは,シ ミュレーション分析に先立って,各 代替案の実施 によるゾーン間の時
間距離の変化を分析する。
代替案実施後のゾーン問時間距離は,第3章 と同様の方法によって測定 した。ただ
し,新設 される各路線にっいては,供 用開始後の駅やインターチェンジの位置 を正確
に知 ることができなかったので,各 ゾーン中心か ら各路線 に最短 の直線距離でアクセ
スできるものと仮定 した。図5-16と 図5-17に,表5-9の 代替案のうち,代
替案Bと 代替案C実 施後のゾーン問時間距離の変化を示す。代替案Bで は図5-14
















































J:都 市圏 内のゾ ーン数(こ こでは39ゾ ー ン)
図5-16と 図5-17を みると,交通網整備による時間距離の短縮 は大阪市以南
のゾーンで大きく,それ以外のゾーンでは時間距離の短縮にあまり差異がみ られない。
また,図5-16と 図5-17を 比較す ると,鉄道が整備 される場合は,大 阪市北部
から京都市にかけてのゾーンで,周 辺ゾ ーンよりも時間距離が短縮 されている。道路
整備に関 しては,大 阪市以南のゾーン以外は,時 間距離の短縮にほ とん ど差異が見 ら





予測結果を示す。各図の予測結果は,交 通網整備が行われない代替案Aの 予測結果 と
の差を表わしている。
これ らの図によると,各代替案 とも大阪府泉南地域 と都市圏の東部および南部のゾ
ーンを中心 として各活動の立地量が増加 している。また,都 市圏北部のゾーンでも立
地が促進 されている。一方,大 阪市,神 戸市,京 都市などの大都市の都心 とその周辺
部では,活 動立地が代替案Aよ りも減少 しているゾーンが多い。 これは,泉 州地域を
はじめとして,他 のゾーンの交通利便性が向上 した結果,こ れ らのゾーンの都市圏 内
における交通利便性が相対的に低下したことが原因 と考えられる。
また,図5-18～20の 各図を比較すると,代替案による活動立地の増減傾向 の
差異 はあまり見 られない。僅かに図5-18(1)と(2)において,大 阪市北半部 とそ
の周辺のゾーンで,非 サービス業 と非小売サービス業 の立地が促進されている点が他
の代替案 とは異なる特徴である。




{蘭 曲 x100(%) (5-4)
ここに,
X:土 地利用 の予測値(た とえば,人 口,従 業者数 な ど)
i:ゾ ーンiの 予測値で ある ことを表わす
ct3対象地域全域(す なわ ち(CA+IS+OS))の合計値で あ るこ とを表 わす
p:代 替案(B,C,Dの いずれ かの案)
A;代替案Aに よる予測値 である こ とを表 わす
図5-22に,各 ゾ ーンの従業 者数 と人 口の代 替案Aか らの変 動率 を示す 。代替 案
の実施 に よるインパク トは,泉 州地 域に位置 す るゾー ン6で は大 き いが.他 のゾ ー ン
では あま り大 き くな い。また,ゾ ーン34,16,24の 各ゾ ー ンで は,代 替 案間 の
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図5-18代 替案Bと 代替案Aの 予測値 の比較
(3)小 売サービス業従業者数(4)
凡 例 凡 例
,.o..















































図5-19代 替案Cと 代替 案Aの 予測値 の比較
(3)小 売サービス業従業者数(4)人 口
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市 区 町 村 名
1 12 北区,都 島区,福 島区,此 花区,東 区,大 淀区,西 淀川区,
東淀川区,旭 区,城 東区,淀 川区,鶴 見区
6 5 岸和 田市,貝 塚市,泉 佐野 市,熊 取町,田 尻町
16 2 垂水区,明 石 市
24 6 北区,上 京区,左 京区,中 京区,稟 山区,下 京区
34 2 奈良市,生 駒 市
図5-21考 察 の対象 とす るゾーンの位置
ざらに,ゾ ーン6に おける予測結果を活動別に比較すると,非サービス業 と非小売
サービス業にっいては,代 替案Cと 代替案Dの 差異が小ざい。これらの活動に属する
業種のモデル式では,自 動車利用を仮定 したアクセシビリティ指標が用い られてお り,
道路整備の有無によって予測結果に大きな差異が生 じたもの と思われる。一方,小 売







































ほ どは顕 著で ない。 これは,土 地利 用 のマク ロモデ ルでは,工 業 →人 口→業務 ・商 業
→人 口 ・… とい う立地 序列が設定 ざれ てお り,非 サ ービス業 と非小売 サ ー ビス業 の























次に,土 地利用のミクロモデルを適用 し,各代替案実施後の生活圏ゾ ーンの土地利
用を予測した。以下では,分 析結果のうち,住宅地面積の予測結果にっいて説明する。
図5-23～25に,代 替案B,C,Dの 各案 に対する予測結果 と代替案Aに 対する
予測結果 との差を示す。これ らの図では,各 生活圏ゾーンを代替案Aに 比較して住宅
地面積が増加 したゾーンと減少 したゾーンに区別 して,住 宅地面積 の変動蚤を示 して
いる。
以下に,予 測結果に対する考察をまとめる。
① 代替案B,C,Dと もに,大 阪府南部で住宅地面積の大きな増加がみ られるの
に対し大阪府北部のゾーンでは住宅地面積の減少がみられる。しかし,大 阪府北
部での住宅地面積の減少量は,南 部での住宅地面積の増加量に比べ ると小 さい。
一138一




































































(2)住 宅 地面積が 減少 したゾー ン
図5-25代 替案Dと 代替案Aの 住宅地面積予測値の比較
② 大阪府南部の住宅地面積の変動量を代替案間で比較すると,代替案D,C,B




や業務 ・商業の立地を促進させ,そ の従業者数の居住を通 じて住宅地面積を増加
させるためであると考えられる。
③ 大阪府南部地域の住宅地面積の増加は,道 路や鉄道に近 く交通利便性の高いゾ






本章では,第4章 と第5章 で構築 した土地利用のマク[1モデル とミクロモデルを階
層的土地利用モデルHILUMとして構成し,シ ミュレーシ ョン分析への適用を検討 した。
本章で行った分析の内容は,い ずれも交通条件の変化に関するものである。
まず5-3節 では,都 市圏全域で交通機関の速度が変化する場合の土地利用へのイ
ンパク トを分析 した。本分析によって,交 通機関の速度の変化 と土地利用 との関係に
っいて以下の結果が得 られた。
① 予測結果では,交 通機関の速度が上昇すると,郊外での活動立地が都心部より
も促進 され,交 通機関の速度が低下すると,都心部での活動立地が郊外部 よりも
促進 される傾向がみられた。これは,交 通機関の速度が上昇する場合,郊 外部の
交通利便性が都心部に比べて相対的に向上 し.逆に速度が低下する場合は,都心
部の交通利便性が郊外部に比べて相対的に向上することによるものと考えられる。










次に5-4節 では,実 際のプロジェク ト計画に対するケーススタディとして大阪府
泉州地域の交通網整備をとりあげ,種 々の整備計画案の実施が都市圏内の土地利用に
及ぼすインパク トを分析 した。
シミュレーション分析に よって,以 下の結果が得 られた。
① 土地利用のマクロモデルによる予測結果では,交 通網整備によって都市圏の東
部および南部のゾーンを中心 として活動立地の増加がみ られた。また,大 阪市,
神戸市,京 都市などの大都市 とその周辺部では,活 動立地の減少が予測 された。
② 各代替案によるインパク トの差異は,泉 州地域に位置するゾーンでは大 きいが.
他の地域に位置するゾーンではあまり顕著ではなかった。また,泉州地域のゾー
ンでは,非 サービス業 と非小売サービス業にっいて,道 路整備の有無が活動の立
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地量に大きな影響を与えていることを指摘 した。
③ 土地利用のミクロモデルを適用 した結果,各 中ゾーン内で鉄道や道路に近 く交
通利便性の高い生活圏ゾーンを中心 として,住 宅地面積の増加が予測 ざれた。
以上の分析結果か ら,交通条件の変化が都市圏内の土地利用に与えるインパク トを
明 らかにすることができ,本研究で提案 した土地利用 モデルの実用性を示すことがで
ぎたと考えられる。
最後に,本 章での分析結果をさらに充実ざせ るために,今 後の検討課題 と考 えられ
る事項 をまとめる。
① 本研究で提案した土地利用モデルは,都市圏内の従業者数 と人 口の分布,お よ
び土地利用面積を予測の対象 としているが.実 際の計画策定における情報 として
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構築 し.シ ミュレーシ ョン分析を通じてモデルの有効性を検討した。
まず,第2章 では,土 地利用モデル開発に関連する種々の基礎的考察を行 うととも
に,本 研究で構築する土地利用モデルの特徴を述べた。次に,第3章 では,広 域な都
市圏 を対象 として,都 市圏内の土地利用を2,3の 市区町村を統合 したゾーン単位で
予測する土地利用のマクロモデルを構築するとともに,大 阪都市圏を対象 とするケー
ススタディを行 った。第4章 では,都 市内の日常生活圏程度のゾ ーンを対象 として土
地利用を予測する土地利用のミクロモデルを構築 し.大阪府域を対象 とするケースス






発の意義 と課題を明 らかにした。考察内容は,土 地利用の形成 メカニズム,土 地利用
モデ ルと関連研究,土 地利用モデル と計画策定,従 来の土地利用モデルの比較の諸点
である。また,こ れらの考察結果をふまえて,本 研究で構築する土地利用モデルの特
徴を述べた。
第2章 での成果は,次 の ようにまとめ られる。
① 土地利用の形成メカニズムに関する考察か ら,土地利用モデルの構築において




ステムズ ・アプローチにも とつ く計画策定プ ロセスにおいて重要な役割を果たす
ことを述べた。また,計 画策定における土地利用モデルの用途 としては,イ ンパ
ク ト分析,問 題点の認識,計 画代替案の作成,計 画代替案の選択の4種 類の内容
があることを示 した。
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③ 土地利用の形成メカニズムに関する考察にも とついて,土 地利用モデルの比較
基準 としては,土 地市場における需給メカニズム,活 動主体 の立地行動基準 ・モ






第3章 では,広 域な都市圏を対象 として,都 市圏内の土地利用をゾーン単位のマク
ロな指標を用いて従業者数,人 ロベースで予測する土地利用のマクロモデルを構築 し
た。また,大 阪都市圏を対象 としたケーススタディを行い,モ デルの有効性を示 した。
第3章 での成果は,次 のようにまとめ られる。
① 従来の代表的な土地利用モデルであるガ リン ・ローリーモデルと線形都市モデ
ルの特徴を考察 したうえで,都 市圏における土地利用をマクロな指標 を用いて従
業者数,人 ロベースで予測する土地利用モデルを開発 した。
本研究で提案 した土地利用のマクロモデルでは,モ デルを適用する際の操作性
を向上させるため,都 市活動を工業,業 務 ・商業,人 ロの3種 類に大別 し,活動
問にガ リン ・ローリーモデルにみ られる立地序列を設定 して,各 ゾーンの従業者
数 と人口を逐次的に推計する方法を採用している。また,活動立地を推計する過
程では,経 済基礎 メカニズムにもとつく都市活動の生成関係を考慮している。さ
らに,従業者数 と人口を推計するモデル式は線形式 とし.モ デルのキャリブ レー
シ ョンを容易にした。
② モデル全体は,工 業従業者数推計サブモデル,業 務 ・商業従業者数推計サブモ





まず,工 業従業者数推計サブモデルでは,地 域内の工業業種 との入出荷に関す






④ 大阪都市圏を対象 としたケーススタディでは,各 サブモデルにおけるモデル式
のキャリブ レーション結果はほぼ良好であり,提案 したモデル式の有効性を実証
することができた。




第4章 では,土 地利用の形成を個々の土地区画における土地取引に着 目してモデル
化 し,将来の土地利用を土地面積ベースで予測するモデルを構築した。また,大 阪府
域を対象 としたケーススタディを行い,モ デルの有効性を示 した。
第4章 での成果は,次 のようにまとめ られる。
① 土地利用のミクロモデルでは,各 活動主体による土地区画の取引というミクロ

















④ 大阪府域を対象 としたケーススタデ ィの結果,住 宅地については良好な結果が
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得 られ,本 モデルの予測モデルとしての有効性が示された。また,農 業地に対 し




第5章 では,第3章 と第4章 で構築 した土地利用のマクロモデル とミクロモデルを
適用してシミュレーション分析を行 い,各 モデルの都市 ・地域計画における実用性 を
検討 した。シミュレーシ ョン分析 は,都 市圏全域における交通条件の変化に関するイ







② 都市圏全体の交通条件の変化に関するインパク ト分析では,交 通機関の速度が
上昇すると,郊外での活動立地が都心部 よりも促進 ざれ,交 通機関の速度が低下




③ 大阪府泉州地域の交通網整備に関するインパク ト分析では,交 通網整備によっ
て都市圏の東部および南部のゾーンを中心 として活動立地の増加がみられること,
また,大 阪市,神 戸市,京 都市などの大都市 とその周辺部では,活 動立地が減少
することが予測 された。




④ 各インパク ト分析によって,土 地利用のミクロモデルは,中 ゾーン内の土地利
用の多様な変化を予測できることを示 した。
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以上,本 研究では,広 域都市圏を対象 として,都 市圏内の土地利用を予測するため
に,土 地利用のマクロモデルとミク ロモデルという2種類の土地利用モデルを構築し,
シミュレーシ ョン分析を通じてモデルの有効性を検討した。第3章 ～第5章 の各章 に
おける分析結果 によって,都 市 ・地域計画に適用しうる実用的な土地利用モデルを開
発するという本研究の目的は達成 されたものと考 えられる。
今後は,種 々の計画問題への適用を通 じて,実 用的土地利用モデル としての適用性
をさらに検討してゆ くとともに,交 通モデルをはじめ とする種々のサブモデルとの接
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